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明 細 書

発明の名称 ：端子挿入装置及び端子挿入方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、 コネクタハウジングに端子を挿入する端子挿入装置及び端子揷

入方法に関する。

背景技術

[0002] 特許文献 1 には、端子挿入へ ッ ドによりチャックされてクランプ竿か ら持

ち上げられた電線が、一本ずつ掴 まれて端子を載置台の上に位置決め して置

かれたコネクタハウジングの所定の端子収容室に挿入される自動端子挿入機

について記載されている。

[0003] また、特許文献 2 には、 ワイヤハーネスの製造ラインなどにおいて、 コネ

クタハウジングの端子収容室内に、電線付 き端子の端子を挿入する端子挿入

装置について記載されている。

[0004] また、端子挿入作業などの自動化のために利用可能な技術が、例えば特許

文献 3 及び特許文献 4 に開示されている。すなわち、特許文献 3 には、端子

揷入へ ッ ドに設けたカメラを用いて位置ずれなどを計測する方法が記載され

ている。 また、特許文献 4 には、部品の先端位置を正確 に認識できる部品位

置計測方法が記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：日本国特開 2 0 0 1 - 1 6 0 4 7 2 号公報

特許文献2 ：日本国特開 2 0 0 1 - 1 8 4 9 5 8 号公報

特許文献3 ：日本国特開平 9 _ 1 4 9 1 9 号公報

特許文献4 ：日本国特開 2 0 1 - 1 0 3 0 9 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] ワイヤハーネスなどを製造する場合に、電線に装着 した各端子をコネクタ



ハ ウジ ング に挿 入 す る作業 工程 につ いて は、 特 許 文献 1 及 び特 許 文献 2 の技

術 を用 いて 自動 化 す る こ とが可 能 で あ る。 また、 端 子揷 入 ミス の発 生 や不 良

発 生 を減 らす ため に、 特 許 文献 3 及 び特 許 文献 4 の位 置 計測 技 術 を利 用 す る

こ とが で きる。

[0007] しか しな が ら、 従 来 の技 術 で は端 子揷 入 ミス の発 生 や不 良発 生 を十分 に低

減 す る こ とが で きな か った。 更 に、 次 に示 す よ うな課題 が あ った。

[0008] 端 子 が装 着 され た 電線 を コネ クタハ ウジ ングの端 子収 容 室 内 に挿 入 す る際

に、 現 状 で は、 端 子 を把 持 して位 置 決 め し、 同時 に電線 も把 持 す る必要 が あ

るため、 挿 入作業 を行 う機 構 の挿 入ヘ ッ ドが重 くな り部 品数 も増 え る。 挿 入

ヘ ッ ドが重 くな る と、機 構 の移 動 速度 を上 げ る こ とか で きず、 作業 の所 要 時

間 を短縮 で きな い。

[0009] —方、 挿 入ヘ ッ ドで端 子 を把 持 せ ず に、 端 子 か ら少 し離 れ た位 置 の 電線部

分 だ け を把 持 し、 この状 態 で端 子 を コネ クタハ ウジ ング に挿 入 す る と電線部

分 は可撓 性 が あ るため、 把 持 した箇 所 か ら電線 先端 の端 子 まで の領 域 が挿 入

方 向 の軸 に対 して上 下左 右 の方 向 に傾 いて い る場合 が あ る。 更 に、 端 子 を把

持 して いな いの で、 揷 入方 向 の軸 の周 りを周 回 す る方 向 （ロール 方 向） に端

子 の 向 きが傾 いた状 態 で挿 入作業 が行 わ れ る可 能性 もあ る。

[001 0] 一般 的 に用 い られ る端 子 は断面形 状 が ほ ぼ矩形 で あ る場合 が多 く、 コネ ク

タハ ウジ ングの端 子収 容 室 は、 端 子 の外形 形 状 よ りも僅 か に大 きい形 状 で あ

る場合 が多 い。 した が って、 端 子 が ロール 方 向 に傾 いた状 態 の ま まで は、 端

子 を コネ クタハ ウジ ング に揷 入 す る こ とが で きな い可 能性 が高 い。 そ の場合

、 端 子 に座 屈 が生 じて揷 入 に失敗 す る こ とにな る。 また、 電線 の傾 きに よ つ

て そ の先端 に装 着 され て い る端 子 の位 置 が上 下左 右 の方 向 にず れ て い る場合

に も、 この端 子 とコネ クタハ ウジ ングの端 子収 容 室 とを正確 に位 置合 わせ す

る こ とが で きず、 端 子 の揷 入 に失敗 す る こ とにな る。

[001 1] 本発 明 は、 上 述 した事 情 に鑑 み て な され た もの で あ り、 そ の 目的 は、 端 子

の挿 入 の失敗 が生 じに く く、 挿 入作業 の所 要 時 間 を短縮 す る こ とも可 能 な端

子挿 入装 置 及 び端 子挿 入方 法 を提 供 す る こ とにあ る。



課題を解決するための手段

前述 した 目的を達成するために、本発明に係 る端子挿入装置は、下記 （1

) 〜 （6 ) を特徴 と している。

( 1 ) コネクタハ ウジングに端子を挿入する端子挿入装置であ って、

複数のコネクタハ ウジングが配置 される固定盤 と、

先端 に端子が接続 された電線 を把持 し、前記固定盤 に配置 された前記 コネ

クタハ ウジングの うちのいずれか 1 つに向けて前記電線 を運搬 し、該 コネク

タハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む並列関節機構

と、

前記端子を挿 し込む方向 とほぼ直交する第 1 軸 の方向、及び前記第 1 軸 と

直交する第 2 軸 の方向のそれぞれについて、少な くとも前記端子の輪郭位置

を計測可能な 2 軸 センサ部 と、

前記端子の先端部の矩形断面形状 における対角線寸法 と、前記 2 軸 センサ

部 を用いた計測 によ り得 られる前記端子の幅寸法 とに基づいて、前記端子を

揷 し込む方向の軸の周 りを周回する方向の、基準状態 に対するロール角度 を

算出するロール角度算出部 と、

前記端子を前記キヤビテ ィに挿 し込む前 に、前記並列関節機構 を制御 して

前記 ロール角度 に応 じた前記端子の傾 きの修正を実行するロール角度補正制

御部 と

を備 えた こと。

( 2 ) 上記 （1 ) の構成の端子挿入装置であ って、

前記端子の先端部の位置座標 を前記 2 軸 センサ部 を用いて計測 し、前記位

置座標 の基準座標 との差異 に基づ き、前記電線の ピッチ方向及び ョー方向の

傾 きを検 出 し、前記端子を前記キヤビテ ィに揷 し込む前 に、前記傾 きに応 じ

て前記端子の先端部の位置 を修正するように、前記並列関節機構 を制御する

電線傾 き補正制御部、 を更に備 えた

こと。

( 3 ) 上記 （2 ) の構成の端子挿入装置であ って、



前記 ロール角度補正制御部が前記端子の傾 きの修正を完 了 し、且つ前記電

線傾 き補正制御部が前記端子の先端部の位置の修正を完 了 した後で、前記端

子の先端部が挿入先のキヤビテ ィの入 口と当接する一次挿入位置 まで前記端

子を移動 し、その後で、前記電線傾 き補正制御部が検 出 した前記電線の傾 き

を矯正するように、前記電線 を把持 している位置 を移動 した後で、前記一次

揷入位置 よ りも奥の二次揷入位置 まで前記キヤビテ ィの中に前記端子を揷 し

込む電線傾 き矯正制御部、 を更に備 えた

こと。

( 4 ) 上記 （1 ) か ら （3 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入装置であ つ

て、

前記 ロール角度補正制御部 は、前記 ロール角度の回転方向が未知の状態で

、特定の回転方向に向けて前記端子の傾 きの修正を実行 した後、前記端子の

前記対角線寸法 を前記 2 軸 センサ部 を用いて再び計測 し、計測結果か ら前記

ロール角度が増大 した ことを検知 した場合 には、前記特定の回転方向 とは反

対の方向に対 して前記端子の傾 きの修正を実行する

こと。

( 5 ) 上記 （1 ) か ら （4 ) のいずれか 1 つの構成の端子揷入装置であ つ

て、

前記 2 軸 センサ部 は、前記端子を前記キヤビテ ィに揷 し込む方向 と同 じ軸

に沿 って、前記端子に対 して接近及び離間する方向に移動可能な可動機構 に

よ り支持 されている

こと。

( 6 ) 上記 （1 ) か ら （5 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入装置であ つ

て、

前記並列関節機構 は、前記端子を開放 した状態で、前記電線の一部分 を把

持する、

こと。

上記 （1 ) の構成の端子挿入装置 によれば、前記端子を前記キヤビテ ィに



揷 し込む前 に、前記端子の ロール方向の傾 きを検 出 し、 この傾 きを補正する

ように端子の姿勢 を制御することがで きる。 したが って、端子を支持 してい

る電線だけを前記並列関節機構で把持 し、電線の先端の端子が開放 されてい

る状態であ っても、端子の姿勢 をコネクタハ ウジングのキヤビテ ィの形状及

び位置 に正確 に合わせ ることがで きる。 また、並列関節機構 を用いているの

で、把持 した箇所か ら電線の先端 にかけて上下左右 に傾 いているような状況

であ っても、端子の姿勢 を高精度で調整で きる。

上記 （2 ) の構成の端子挿入装置 によれば、電線の把持 した箇所か ら電線

の先端 にかけて上下左右 に傾 いているような状況であ つても、電線の傾 きに

よる先端の端子位置での位置ずれを補正 し、端子の位置 をコネクタハ ウジン

グのキヤビテ ィの位置 に正確 に合わせ ることがで きる。

上記 （3 ) の構成の端子挿入装置 によれば、前記端子の先端部が一次挿入

位置で挿入先のキャビテ ィの入 口と当接 した状態のまま、電線 を把持 してい

る箇所が基準位置 に向か って移動するので、電線の把持 している箇所 と端子

先端 との間に外力が加わ って、電線の傾 きが矯正される。電線が ョ一方向又

は ピッチ方向に傾 いた状態のまま、 キヤビテ ィの奥 まで端子を揷入 しょうと

すると、端子に座屈が生 じ挿入に失敗する可能性が高いが、二次挿入位置 に

挿入する前 に電線の傾 きを矯正することによ り、電線が挿入方向 と一致する

軸 に沿 ってまつす ぐに延びた状態 にな り、座屈の発生が防止される。

上記 （4 ) の構成の端子揷入装置 によれば、前記 2 軸センサ部が レ一ザセ

ンサを採用 している場合のように、端子の輪郭形状及び位置だけ しか検 出で

きず、前記 ロール角度の回転方向が未知の場合であ っても、 この ロール角度

を正 しく補正 し、端子の姿勢 をコネクタハ ウジングのキヤビテ ィの形状及び

位置 に正確 に合わせ ることがで きる。

上記 （5 ) の構成の端子揷入装置 によれば、端子及び電線の位置 を固定 し

たままであ っても、必要な時に前記端子を計測で きる位置 まで前記 2 軸セン

サ部 を移動することがで きる。 したが って、端子の計測 に伴 って、電線の掴

み直 しを行 う必要がない。電線の掴み直 しを行わなければ、計測 した端子の



位置 と実際の端子の位置 との間に位置ずれが生 じることもない。

上記 （6 ) の構成の端子挿入装置 によれば、前記並列関節機構が電線だけ

を把持するので、電線 を把持する機構の部品数 を減 らし軽量化することがで

きる。 これによ り、端子挿入作業の所要時間の短縮が可能 になる。 また、電

線だけを把持する場合であ つても、端子に生 じる口一ル方向の傾 きな どを修

正 してか ら揷入作業 を行 うことがで きるので、揷入の失敗が増 えることもな

い。

前述 した 目的を達成するために、本発明に係 る端子挿入方法は、下記 （7

) 〜 （1 2 ) を特徴 と している。

( 7 ) 並列関節機構 によってコネクタハ ウジングに端子を挿入する端子揷

入方法であ って、

先端 に端子が接続 された電線 を把持する工程 と、

固定盤 に配置 された複数のコネクタハ ウジングの うちのいずれか 1 つに向

けて前記電線 を運搬する工程 と、

前記端子を挿 し込む方向 とほぼ直交する第 1 軸 の方向、及び前記第 1 軸 と

直交する第 2 軸 の方向のそれぞれについて、少な くとも前記端子の輪郭位置

を計測する行程 と、

前記端子の先端部の矩形断面形状 における対角線寸法 と、前記計測 によ り

得 られる前記端子の幅寸法 とに基づいて、前記端子を揷 し込む方向の軸の周

りを周回する方向の、基準状態 に対するロール角度 を算出する行程 と、

前記端子をキヤビテ ィに挿 し込む前 に、前記並列関節機構 を制御 して前記

口一ル角度 に応 じた前記端子の傾 きを修正する行程 と、

前記 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む

工程 と、

を有する

こと。

( 8 ) 上記 （7 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記端子の先端部の位置座標 を計測する工程 と、



前記位置座標 の基準座標 との差異 に基づ き、前記電線の ピッチ方向及び ョ

—方向の傾 きを検 出する工程 と、

目I」言己而子を目I」言己キヤビテ ィにキ审し込む目I」に、 目I」言己頃さに応 じて目I」き己而子の

先端部の位置 を修正するように、前記並列関節機構 を制御する工程 と、

を更に有すること。

( 9 ) 上記 （8 ) の構成の端子挿入方法であ って、

前記端子の傾 きの修正を完 了 し、且つ前記端子の先端部の位置の修正を完

了 した後で、前記端子の先端部が挿入先のキヤビテ ィの入 口と当接する一次

挿入位置 まで前記端子を移動する工程 と、

前記電線の傾 きを矯正するように、前記電線 を把持 している位置 を移動す

る工程 と、

前記一次揷入位置 よ りも奥の二次揷入位置 まで前記キヤビテ ィの中に前記

端子を揷 し込む工程 と、

を更に有すること。

( 0 ) 上記 （7 ) か ら （9 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入方法であ

つて、

前記 ロール角度の回転方向が未知の状態で、特定の回転方向に向けて前記

端子の傾 きの修正を実行する工程 と、

前記端子の前記対角線寸法 を再び計測 し、計測結果か ら前記 ロール角度が

増大 した ことを検知 した場合 には、前記特定の回転方向 とは反対の方向に対

して前記端子の傾 きの修正を実行する工程 と、

を更に有すること。

( 1 ) 上記 （7 ) か ら （1 0 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入方法で

あ って、

前記端子の輪郭位置 を計測する工程 にて、 2 軸 センサ部が、前記端子を前

記キヤビテ ィに揷 し込む方向 と同 じ軸 に沿 つて、前記端子に対 して接近 また

は離間する、

こと。



( ) 上記 （7 ) か ら （1 1 ) のいずれか 1 つの構成の端子挿入方法で

あ って、

前記並列関節機構 によって、前記端子を開放 した状態で、前記電線の一部

分が把持 される、

こと。

上記 （7 ) の構成の端子揷入方法 によれば、前記端子を前記キヤビテ ィに

揷 し込む前 に、前記端子の ロール方向の傾 きを検 出 し、 この傾 きを補正する

ように端子の姿勢 を制御することがで きる。 したが って、端子を支持 してい

る電線だけを前記並列関節機構で把持 し、電線の先端の端子が開放 されてい

る状態であ っても、端子の姿勢 をコネクタハ ウジングのキヤビテ ィの形状及

び位置 に正確 に合わせ ることがで きる。

上記 （8 ) の構成の端子挿入方法 によれば、電線の把持 した箇所か ら電線

の先端 にかけて上下左右 に傾 いているような状況であ つても、電線の傾 きに

よる先端の端子位置での位置ずれを補正 し、端子の位置 をコネクタハ ウジン

グのキヤビテ ィの位置 に正確 に合わせ ることがで きる。

上記 （9 ) の構成の端子挿入方法 によれば、前記端子の先端部が一次挿入

位置で挿入先のキャビテ ィの入 口と当接 した状態のまま、電線 を把持 してい

る箇所が基準位置 に向か って移動するので、電線の把持 している箇所 と端子

先端 との間に外力が加わ って、電線の傾 きが矯正される。電線が ョ一方向又

は ピッチ方向に傾 いた状態のまま、 キヤビテ ィの奥 まで端子を揷入 しょうと

すると、端子に座屈が生 じ挿入に失敗する可能性が高いが、二次挿入位置 に

挿入する前 に電線の傾 きを矯正することによ り、電線が挿入方向 と一致する

軸 に沿 ってまつす ぐに延びた状態 にな り、座屈の発生が防止される。

上記 （1 0 ) の構成の端子揷入方法 によれば、前記 2 軸 センサ部が レーザ

センサを採用 している場合のように、端子の輪郭形状及び位置だけ しか検 出

で きず、前記 ロール角度の回転方向が未知の場合であ っても、 この ロール角

度 を正 しく補正 し、端子の姿勢 をコネクタハ ウジングのキヤビテ ィの形状及

び位置 に正確 に合わせ ることがで きる。



上記 （1 1 ) の構成 の端 子揷 入方法 によれば、端 子及び 電線 の位置 を固定

した ままであ って も、 必要 な時 に前記端 子 を計測 で きる位置 まで前記 2 軸 セ

ンサ部 を移動 す る ことがで きる。 したが って、端 子の計測 に伴 って、 電線 の

掴 み直 しを行 う必要 がない。 電線 の掴 み直 しを行わな ければ、計測 した端 子

の位置 と実際の端 子の位置 との間 に位置 ずれが生 じる こともない。

上記 （1 2 ) の構成 の端 子挿 入方法 によれば、前記並列関節機構 が電線 だ

けを把持 す るので、 電線 を把持 す る機構 の部 品数 を減 ら し軽量化 す る ことが

で きる。 これ によ り、端 子挿 入作業 の所要時間の短縮 が可能 にな る。 また、

電線 だ けを把持 す る場合 であ つて も、端 子 に生 じる 口一ル方 向の傾 きな どを

修 正 してか ら揷 入作業 を行 うことがで きるので、揷 入の失敗 が増 える ことも

ない。

発 明の効果

[001 6 ] 本発 明の端 子挿 入装置及び端 子挿 入方法 によれば、端 子の挿 入の失敗 が生

じに くく、 また繰 り返 し行 う挿 入作業 の所要時間 （サ イクル タイム） を短縮

す る ことも可能 にな る。

[001 7] 以 上、本発 明 について簡潔 に説 明 した。 更 に、以下 に説 明 され る発 明 を実

施 す るための形態 （以下、 「実施形態」 とい う。 ） を添付 の図面 を参照 して

通読 す る ことによ り、本発 明の詳細 は更 に明確 化 され るであ ろう。

図面 の簡単 な説 明

[001 8 ] [ 図 1] 図 1 は、本発 明の実施形態 の、 2 台 の並列関節機構 を備 える端 子挿 入装

置 の斜視 図であ る。

[ 図2] 図 2 は、本発 明の実施形態 の端 子挿 入装置 を示 す斜視 図であ る。

[ 図3] 図 3 ( A ) 及び 図 3 ( B ) は、 本発 明の実施形態 の端 子挿 入装置 におけ

る固定盤 を示 す図であ って、 図 3 ( A ) は固定盤 の平面 図であ り、 図 3 ( B

) は側 面 図であ る。

[ 図4 ] 図 4 は、本発 明の実施形態 の端 子挿 入装置 における並列関節機構 を示 す

側面 図であ る。

[ 図5] 図 5 は、本発 明の実施形態 の端 子挿 入装置 における電線運搬機 を示 す斜



視図である。

[ 図6] 図 6 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 における端子計測 セ ン

サを示す斜視図であ り、図 6 ( B ) は、計測センサによる検 出領域 と端子の

位置関係 を示す正面図である。

[ 図7] 図 7 は、本発明の実施形態の端子挿入装置 を含む制御 システムの機能 プ

口ック図である。

[ 図8] 図 8 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子挿入処理の

—工程 を示す斜視図であ り、図 8 ( B ) は、 図 8 ( A ) の要部拡大図である

[ 図9] 図 9 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子挿入処理の

—工程 を示す斜視図であ り、図 9 ( B ) は、 図 9 ( A ) の要部拡大図である

[ 図 10] 図 1 0 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子揷入処

理の一工程 を示す斜視図であ り、図 1 0 ( B ) は、 図 1 0 ( A ) の要部拡大

図である。

[ 図 11] 図 1 1 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子揷入処

理の一工程 を示す斜視図であ り、図 1 1 ( B ) は、 図 1 1 ( A ) の要部拡大

図である。

[ 図 12] 図 1 2 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置 による端子揷入処

理の一工程 を示す斜視図であ り、図 1 2 ( B ) は、 図 1 2 ( A ) の要部拡大

図である。

[ 図 13] 図 1 3 ( A ) は、 X 計測センサ及び Z 計測センサの検 出領域 に端子の

先端が位置 している状態 を示す斜視図であ り、図 1 3 ( B ) は、端子の 口一

ル方向の回転が 0 に戻され、且つ電線が Y 軸 に平行 に配置 された状態 を示す

斜視図である。

[ 図 14] 図 1 4 ( A ) 、 図 1 4 ( B ) 及び図 1 4 ( C ) は、各方向の回転 を説

明するための模式図であ り、図 1 4 ( A ) は端子の ロール方向回転角が 0 の

場合、図 1 4 ( B ) は端子の ロール方向回転角が の場合、図 1 4 ( C ) は



電線把持本体の ピッチ方向の回転角及び ョ一方向の回転角 を表 している。

[ 図 15] 図 1 5 は、本発 明の実施形態の端子挿入装置 におけるロール角度補正

制御 の処理手順 を表 す フローチ ヤ一 卜である。

[ 図 16] 図 1 6 は、本発 明の実施形態の端子挿入装置 における電線傾 き補正制

御 の処理手順 を表 す フローチ ヤ一 卜である。

[ 図 17] 図 1 7 は、端子の ロール角度 を補正する場合 の端子及び動作の状態遷

移 の具体例 を示す状態遷移 図である。

[ 図 18] 図 1 8 は、端子の先端 が挿入先のキヤ ビテ ィの間 口基準位置の直前位

置 まで移動 した状態 を示す斜視 図である。

[ 図 19] 図 1 9 ( A ) か ら図 1 9 ( D ) は、 電線傾 き矯正制御 を実施 する場合

の端子及びその周辺の水平面 内の状態遷移 の具体例 を表 す状態遷移 図である

[ 図20] 図 2 0 ( A ) 及び図 2 0 ( B ) は、本発 明の実施形態の端子挿入装置

における固定盤 の応用例 を示す図であ って、 図 2 0 ( A ) は固定盤 の斜視 図

であ り、 図 2 0 ( B ) は図 2 0 ( A ) の要部拡大図である。

[ 図 2 1 ] 図 2 1 は、本発 明の実施形態の端子挿入装置 における、並列関節機構

2 0 の応用例 を示す斜視 図である。

発明を実施するための形態

[001 9] 本発 明に関する具体的な実施形態 について、各 図を参照 しなが ら以下 に説

明する。

[0020] [ 端 子挿入装置の概要 ]

図 1 は、本発 明の実施形態の端子挿入装置 を示す斜視 図である。本発 明の

実施形態の端子挿入装置 は、 固定盤 1 0 と、並列関節機構 2 0 と、 を含んで

構成 される。本発 明の実施形態の端子挿入装置 は、 さ らに、 電線運搬機 3 0

と、端子計測 セ ンサ 4 0 と、 を備 えている。以下、 固定盤 1 0 、並列関節機

構 2 0 、 電線運搬機 3 0 及び端子計測 セ ンサ 4 0 について詳細 に説明する。

[0021 ] 図 1 に示 されるように、 2 台の並列関節機構 2 0 A 、 2 0 B がそれぞれ、

固定盤 1 0 に配置 された異 なるコネクタハ ウジング 8 0 に対 して端子 を揷入



する。また、この構成の場合、電線運搬機 3 0 は、 2 つの移動体 3 2 A 、 3

2 B を備えており、移動体 3 2 A が電線 9 0 の一端を、移動体 3 2 B が電線

9 0 の他端をそれぞれ把持する。そ して、 2 つの移動体 3 2 A 、 3 2 B が一

端及び他端が把持された状態の電線 9 0 を所定位置へ運搬する。このように

、電線運搬機 3 0 は、一回路線単位で電線を運搬する。また、端子計測セン

サ4 0 は、計測センサが 2 つセンサ台 4 1 に取 り付けられている。一つの計

測センサ4 7 A は、並列関節機構 2 0 A が把持 した電線の先端に位置する端

子を計測対象とし、別の計測センサ4 7 B は、並列関節機構 2 0 B が把持 し

た電線の先端に位置する端子を計測対象とする。この構成により、 2 台の並

列関節機構 2 0 A 、 2 0 B は、一方が電線 9 0 の一端を把持 し、他方が電線

9 0 の他端を把持 し、それぞれの端部が接続されるべき異なるコネクタハウ

ジングに対 して端子揷入処理を実行する。

[0022] 以降に説明する、本発明の実施形態の端子挿入装置においては、より深い

理解に導 くため、 1台の並列関節機構 2 0 によって端子をコネクタハウジン

グに揷入する形態について説明するが、 2 台の並列関節機構 2 0 A 、 2 0 B

によって端子を挿入する形態であっても、 2 台の並列関節機構 2 0 A 、 2 0

B が独立 して駆動するため、端子揷入処理は同様である。

[0023] [端子挿入装置の構成]

[ 固定盤 1 0 の詳細]

図 3 ( A ) 及び図 3 ( B ) は、本発明の実施形態の端子揷入装置における

固定盤を示す図であって、図 3 ( A ) は固定盤の平面図を、図 3 ( B ) は側

面図を、それぞれ示す。固定盤 1 0 は、図 2 及び図 3 ( A ) 、図 3 ( B ) に

示されるように、コネクタハウジング8 0 を位置決めするための部材であり

、ハウジング支持台 （図示せず）の平坦面に取 り付けられる。固定盤 1 0 は

、コネクタハウジング8 0 を保持するハウジング受け 1 1 と、ハウジング受

け 1 1 が固定される円環状のレール部材 1 2 と、 レール部材 1 2 と軸心が一

致するように該 レ一ル部材 1 2 が上面 1 3 a に固定される円盤部材 1 3 と、

円盤部材 1 3 の軸心と一致するように回転軸 1 4 a が設定された、円盤部材



1 3 の下面 1 3 b に取 り付けられたモータ部材 1 4 と、を備える。

[0024] ハウジング受け 1 1 は、コネクタハウジング8 0 の外側面の形状に略一致

する内面が形成された凹部を有する。ハウジング受け 1 1 の凹部に収容され

ることにより、コネクタハウジング8 0 はハウジング受け 1 1 に対 して位置

決めされる。ハウジング受け 1 1 は、ハウジング受け 1 1 を支持する支持台

1 1 a を介 してレール部材 1 2 に固定される。 レール部材 1 2 に固定された

支持台 1 1 a は、その一部がレ一ル部材 1 2 の半径方向に沿ってレ一ル部材

1 2 の外部に延在されている。ハウジング受け 1 1 は、支持台 1 1 a におけ

るレ一ル部材 1 2 の外部に延在されている一部に固定されている。また、 レ

—ル部材 1 2 には複数のハウジング受け 1 1 が固定されるが、これらの複数

のハウジング受け 1 1 は、円環状のレール部材 1 2 に所定の間隔で配置され

る。このため、複数のハウジング受け 1 1 に固定されたコネクタハウジング

8 0 は、隣り合うコネクタハウジング8 0 の位置を順に繋いでいくと、その

繋いだ線分の集合が全体として円環状を形成するように配置される。また、

コネクタハウジング8 0 は、図 3 ( A ) 及び図 3 ( B ) に示されるように、

キヤビティ8 1 の開口が露出する該コネクタハウジング8 0 の前面がレール

部材 1 2 の外側に位置するようにハウジング受け 1 1 に保持される。このと

き、ハウジング受け 1 1 に保持されたコネクタハウジングにおけるキヤビテ

ィ8 1 は、その延びる方向がレ一ル部材 1 2 の半径方向に沿って配置される

[0025] レール部材 1 2 は、円形平板の内部が穿たれた平板状の円環部材であり、

その内部に円盤部材 1 3 の一部が嵌入することによリ該円盤部材 1 3 に固定

される。 レール部材 1 2 は、半円形状の平板が 2 つ同一平面上に並設された

ものである。好ましくは、ハウジング受け 1 1 にコネクタハウジング8 0 が

保持された状態のレール部材 1 2 が円盤部材 1 3 に固定され、各コネクタハ

ウジング8 0 に対する端子の揷入が実施される。

[0026] 円盤部材 1 3 は、径の異なる3 つの円盤体 1 3 c 、 1 3 d 、 1 3 e が軸心

を一致するように積層され、それらの円盤体 1 3 c 、 1 3 d 、 1 3 e が一体



として形成された部材である。円盤体 1 3 c は、径がレール部材 1 2 の内径

に略一致する。円盤体 1 3 c がそのレール部材 1 2 に嵌入することにより、

レ一ル部材 1 2 が円盤体 1 3 c に対 して固定される。また、円盤体 1 3 d は

、径がレール部材 1 2 の外径に略一致する。円盤体 1 3 c に対 して固定され

たレール部材 1 2 の下面を、円盤体 1 3 d の上面 1 3 a が支持することによ

り、 レール部材 1 2 は円盤部材 1 3 に対 して安定的に保持される。また、円

盤体 1 3 e は、下面 1 3 b にモータ部材 1 4 が取 り付けられている。円盤体

1 3 e の軸心は、モータ部材 1 4 の回転軸 1 4 a の軸心と一致 しており、モ

—タ部材 1 4 の回転に伴って円盤部材 1 3 が回動する。この結果、円盤部材

1 3 の円盤体 1 3 c に固定されたレール部材 1 2 も、モータ部材 1 4 の回転

に伴って回転軸 1 4 a を中心として回動する。このため、各ハウジング受け

1 1 に固定された複数のコネクタハウジング8 0 もまた、これらのハウジン

グが形成する円環の周方向に回転することになる。

[0027] モータ部材 1 4 は、回転軸がハウジング支持台 （図示せず）の平坦面に対

して垂直となるように、該平坦面に支持される。モータ部材 1 4 がハウジン

グ支持台の平坦面に支持されることにより、固定盤 1 0 がハウジング支持台

に取 り付けられる。モータ部材 1 4 は、モータの回転力が各種のギヤを介 し

て円盤部材 1 3 に伝達され、円盤部材 1 3 が回転する。モータ部材 1 4 は、

制御装置 （図 2 、図 3 ( A ) 及び図 3 ( B ) には図示せず）からの制御信号

を受け付けて、モータの回転を制御する。制御装置によるモータ部材 1 4 の

駆動制御については後述する [制御装置 7 0 による制御の詳細] にて説明す

る。

[0028] 本発明の実施形態の端子挿入装置では、複数のコネクタハウジング8 0 が

固定盤 1 0 に円環状に配置される。このため、本発明の実施形態の端子揷入

装置は、従来の端子挿入装置のように、複数のコネクタハウジングを一列に

配置するための幅方向に大きく開かれた空間を確保する必要は無 く、固定盤

1 0 を収納できる程度の幅の空間を確保すればよくなる。このため、上述 し

た固定盤 1 0 の構造は、端子挿入装置の小型化に寄与する。



[0029] [ 並列関節機構 2 0 の詳細]

図4 は、本発明の実施形態の端子挿入装置における並列関節機構を示す側

面図である。並列関節機構 2 0 は、コネクタハウジング8 0 に端子を挿入す

るための機材であり、並列関節機構支持台 （図示せず）に取 り付けられる。

並列関節機構 2 0 は、図4 に示されるように、並列関節機構支持台に取 り付

けられる基台 2 1 と、基台 2 1上に設置された 3 つの第 1 モータ 2 2 a 、 2

2 b 、 2 2 。と、第 1 モータ 2 2 a 、 2 2 b 2 2 c の回転軸に各々の一端

が接続されて駆動する3 つのァ一厶 2 3 a 、 2 3 b 、 2 3 c と、ァ一厶 2 3

a 、 2 3 b 、 2 3 c の他端に各々の一端がユニバーサルジョイン ト、伝達ギ

ャを介 して接続される3 つのリンク2 4 a 、 2 4 b 、 2 4 c と、 3 つのリン

ク2 4 a 、 2 4 b 、 2 4 c の他端にユニバーサルジョイン トを介 して接続さ

れるハン ド部材 2 5 と、を備えている。並列関節機構 2 0 は、 3 つの第 1 モ

—タ 2 2 a 、 2 2 b 、 2 2 c の回転量を制御 してァ一厶 2 3 a 、 2 3 b 、 2

3 c の傾斜角度、及び リンク2 4 a 、 2 4 b 、 2 4 c のァ一厶 2 3 a 、 2 3

b 、 2 3 c に対する角度を変化させることにより、ハン ド部材 2 5 をX Y Z

に沿う3 方向に並進させることができる。並列関節機構 2 0 は、制御装置 （

図4 には図示せず）からの制御信号を受け付けて、第 1 モータ 2 2 a 、 2 2

b 、 2 2 c の回転を制御する。制御装置による並列関節機構 2 0 のX Y Z 3

方向への並進駆動制御については後述する [制御装置 7 0 による制御の詳細

] にて説明する。

[0030] さらに、ハン ド部材 2 5 は、 3 つのリンク2 4 a 、 2 4 b 、 2 4 c の他端

にユニバーサルジョイン 卜を介 して接続されるハ ン ド基台 2 5 a と、ハ ン ド

基台 2 5 a に対 してロール方向に旋回自在に取 り付けられた電線把持本体 2

5 b と、先端に接続された端子を含む電線の一部を把持する、電線把持本体

5 b の先端に設けられた電線チャック2 5 c と、ハン ド基台 2 5 a に取 り

付けられ、電線把持本体 2 5 b をハン ド基台 2 5 a に対 してピッチ方向 （図

4 におけるX 軸を周回する方向）、ョ一方向 （図4 におけるZ 軸を周回する

方向）に旋回する第 2 モータ 2 5 f と、ハン ド基台 2 5 a に取 り付けられ、



電線把持本体 2 5 b をハ ン ド基台 2 5 a に対 して ロール 方向 （図 4 における

Y 軸 を周回する方向）に旋回する第 3 モータ 2 5 d と、電線チャック 2 5 c

に作用する外力を検 出する圧力センサ 2 5 g を有する。 尚、本実施形態では

、ハ ン ド基台 2 5 a に第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d を設 ける構成

と したが、第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d を基台 2 1 上 に設 ける構

成 と してもよい。 この場合、第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d を伸縮

シャフ 卜及びユニバーサルジ ョイン 卜を介 してハ ン ド基台 2 5 a に取 り付 け

る構造 とすることによ り、ハ ン ド部材 2 5 を ピッチ方向、 ョ一方向、 ロール

方向に旋回 自在 とする。 また、 1 つの第 2 モータ 2 5 f にて電線把持本体 2

5 b を ピッチ方向及び ョ一方向に旋回する構成 と したが、第 2 モータ 2 5 f

に相 当するモータをハ ン ド基台 2 5 a に 2 つ取 り付 け、一方のモータがその

回転 によって電線把持本体 2 5 b を ピッチ方向に、他方のモータがその回転

によって電線把持本体 2 5 b をョ一方向に、それぞれ旋回 自在 とする構成で

あ ってもよい。

[0031 ] 電線把持本体 2 5 b は、電線チヤック 2 5 c にエア一を送 り込むシ リンダ

を有 してお り、電線チャック 2 5 c は、電線把持本体 2 5 b か らエア一を送

り込 まれるとチャックが閉 じられ、エア一が送 り込 まれな くなるとチャック

が開 く。並列関節機構 2 0 は、制御装置 （図 4 には図示せず）か らの制御信

号 を受け付 けて、電線把持本体 2 5 b が電線チャック 2 5 c にエア一を送 り

込むタイミングを制御する。制御装置 による電線チヤック 2 5 c の開閉駆動

制御 については後述する [制御装置 7 0 による制御の詳細 ] にて説明する。

[0032] また、電線把持本体 2 5 b は、第 2 モータ 2 5 f の回転量 を制御 して駆動

させ ることによ り、電線把持本体 2 5 b の姿勢が ピッチ方向、 ョ一方向に旋

回する。 また、電線把持本体 2 5 b は、第 3 モータ 2 5 d の回転軸 に連結 さ

れる駆動軸 2 5 e を有 してお り、第 3 モータ 2 5 d の回転量 を制御 して駆動

軸 2 5 e をハ ン ド基台 2 5 a に対 して回転 させ ることによ り、電線把持本体

2 5 b の姿勢 をロール方向に旋回させ ることがで きる。 この結果、電線チヤ

ック 2 5 c に把持 された電線 もまた、姿勢が ピッチ方向、 ョ一方向及び 口一



ル方向に旋回する。並列関節機構 2 0 は、制御装置 （図4 には図示せず）か

らの制御信号を受け付けて、第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d の回転

を制御する。制御装置による電線把持本体 2 5 b のピッチ方向、ョ一方向及

び口一ル方向への旋回駆動制御については後述する [制御装置 7 0 による制

御の詳細] にて説明する。

[0033] また、電線チャック2 5 c は、前側チャック2 5 c 1 及び後側チヤック2

5 c 2 を備えている。本発明の実施形態では、各チャック2 5 c 1、 5 c

がそれぞれ、電線の外皮の部分をチャックの間に挟んだ状態で閉 じられる

ことにより、電線チャック2 5 c が電線を把持する。このように電線チヤッ

ク2 5 c が端子 9 1 を把持 しなくてもよくなると、端子 9 1 を把持するため

の端子チャックを電線把持本体 2 5 b に設けなくて済む。これにより、電線

把持本体 2 5 b の軽量化、ひいてはハン ド部材 2 5 の軽量化に繋がる。この

結果、並列関節機構 2 0 の動作スピ一 ドの向上やサイクルタイムの短縮が実

現でき、並列関節機構 2 0 の作業効率の向上を図ることができる。

[0034] [ 電線運搬機 3 0 の詳細]

図 5 は、本発明の実施形態の端子挿入装置における電線運搬機を示す斜視

図である。電線運搬機 3 0 は、先端に端子 9 1 が取 り付けられた電線 9 0 を

、所定位置に運搬する機材である。電線運搬機 3 0 は、図 5 に示されるよう

に、X 軸方向に延びる運搬 レール 3 1 と、運搬 レール 3 1 をスライ ド自在な

移動体 3 2 と、先端に接続された端子 9 1 を含む電線 9 0 の一部を把持する

、移動体 3 2 に設けられた搬送チャック3 3 と、運搬 レール 3 1 を支持する

フレーム 3 4 と、搬送チャック3 3 にエア一を送り込むエアチャック本体 3

5 と、を備えている。本発明の実施形態では、移動体 3 2 が運搬 レール 3 1

上を移動する向きがX 軸の向きに相当する。

[0035] 移動体 3 2 は、モータを備えており、当該モータの回転力が運搬 レール 3

の長手方向の推進力に変換されて運搬 レール 3 1上をスライ ドすることが

できる。移動体 3 2 は、制御装置 （図 5 には図示せず）からの制御信号を受

け付けて、モータの回転を制御する。制御装置による移動体 3 2 の運搬 レ一



ル 3 1上のスライ ド駆動制御については後述する [制御装置 7 0 による制御

の詳細] にて説明する。

[0036] また、移動体 3 2 は、搬送チャック3 3 にエア一を送り込むエアチャック

本体 3 5 を有 しており、搬送チャック3 3 は、移動体 3 2 からエア一を送り

込まれるとチャックが閉 じられ、エア一が送り込まれなくなるとチャックが

開く。移動体 3 2 は、制御装置 （図 5 には図示せず）からの制御信号を受け

付けて、搬送チャック3 3 にエア一を送り込むタイミングを制御する。制御

装置による搬送チャック3 3 の開閉駆動制御については後述する [制御装置

7 0 による制御の詳細] にて説明する。

[0037] 移動体 3 2 によって運搬されてきた電線 9 0 を並列関節機構 2 0 が把持す

る位置は、予め位置決めされている。すなわち、移動体 3 2 は、運搬 レール

3 1上を移動 して予め定められた所定位置で停止 し、他方、並列関節機構 2

0 は、移動体 3 2 によって運搬された電線が予め定められた位置にあるもの

としてその位置に向かう。この結果、並列関節機構 2 0 は、移動体 3 2 によ

つて運搬されてきた電線 9 0 を把持することができ、他方、移動体 3 2 は、

電線 9 0 が並列関節機構 2 0 によって把持された後自身の電線 9 0 の把持を

解 く。この一連の処理により、並列関節機構 2 0 に電線 9 0 が供給される。

[0038] [端子計測センサ4 0 の詳細]

図 6 ( A ) は、本発明の実施形態の端子挿入装置における端子計測センサ

を示す斜視図である。端子計測センサ4 0 は、並列関節機構 2 0 が把持 した

電線 9 0 の先端に位置する端子 9 1 のロール方向の回転角及び端子 9 1 の先

端が位置するX Z 座標を計測する機材である。本発明の実施形態では、並列

関節機構 2 0 の電線チャック2 5 c が電線 9 0 の外皮の部分を2 箇所挟み、

並列関節機構 2 0 がその電線 9 0 を運搬 して、端子 9 1 をコネクタハウジン

グ8 0 のキヤビティ8 1 に揷入する。このとき、端子 9 1 がロール方向に回

転 していることも考慮 しなければならない。さらには、端子 9 1 の重みによ

る電線 9 0 の垂れ下がりまたは電線の巻き癖による跳ね返 り、より具体的に

は電線 9 0 における、電線チヤック2 5 c の前側チヤック2 5 c 1 に把持さ



れた箇所か ら電線 9 0 の先端 にかけての垂れ下が りまたは跳ね返 り、 を考慮

しなければな らない。端子計測センサ 4 0 は、端子 9 1 の ロール方向への回

転角、及び この電線 9 0 の垂れ下が りまたは跳ね返 りによる端子 9 1 の Y 軸

方向に対する傾 きを検 出するものである。

[0039] 端子計測センサ 4 0 は、センサ台 4 1 、センサ台 4 1 に取 り付 けられる端

子 9 1 先端の X 軸方向の位置座標 を検 出するX 計測センサ 4 2 、センサ台 4

に取 り付 けられる端子 9 1 先端の Z 軸方向の位置座標 を検 出する Z 計測セ

ンサ 4 3 、 Y 軸方向に延びるセンサ台 レール 4 4 、センサ台 4 1 のセンサ台

レール 4 4 に沿 ったスライ ドを可能にするスライダ 4 5 、及びセンサ台 レ一

ル 4 4 の端部 （図 6 ( A ) では左方）に設けられた、センサ台 4 1 をスライ

ダ 4 5 を介 して前進、後退駆動 させるための駆動源 4 6 と、 を備える。セン

サ台 4 1 がセンサ台 レール 4 4 上 を移動する向きが Y 軸の向きに相当する。

[0040] X 計測センサ 4 2 は、帯状 レーザを発光する発光面 とその帯状 レーザを受

光する受光面が Z 軸方向に離間 して配置されている。 また、 Z 計測センサ 4

3 は、帯状 レーザを発光する発光面 とその帯状 レーザを受光する受光面が X

軸方向に離間 して配置されている。図 6 ( B ) に示 される、計測センサによ

る検 出領域 と端子の位置関係のように、 X 計測センサ 4 2 の発光面 と受光面

、及び Z 計測センサ 4 3 の発光面 と受光面で囲まれる検 出領域 に遮蔽物が位

置 した場合、 X 計測センサ 4 2 の受光面にて検 出される光の強度の分布、及

び Z 計測センサ 4 3 の受光面にて検 出される光の強度の分布か ら、その遮蔽

物の X 方向、 Z 方向の幅、及び X Z 座標 を特定することができる。 この原理

を利用 し、並列関節機構 2 0 が把持 した電線 9 0 の端子 9 1 の先端 を、 X 計

測センサ 4 2 及び Z 計測センサ 4 3 の検 出領域 に配置することができれば、

X 計測センサ 4 2 及び Z 計測センサ 4 3 によって検 出される端子 9 1 の X 方

向、 Z 方向の幅及び X Z 座標か ら端子 9 1 の先端のロール方向の回転角 、

及び X Ζ 座標 を検 出することができる。

[0041 ] 上述のようにX 計測センサ 4 2 及び Ζ 計測センサ 4 3 の検 出領域 に端子 9

1 の先端 を配置するため、センサ台 4 1 は、センサ台 レール 4 4 を Υ 軸方向



に次のように移動する。すなわち、駆動源4 6 は、制御装置 （図6 には図示

せず）からの制御信号を受け付けて駆動 し、または駆動を停止 し、センサ台

4 1 は、その駆動源4 6 から動力を受けてY軸方向の任意の位置に移動する

。このセンサ台4 1 の動きにより、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3

の検出領域に端子 9 1 の先端を収めることができる。

[0042] 尚、並列関節機構 2 0 が電線 9 0 を把持する箇所が端子 9 1 から離れるほ

ど、端子 9 1 の重みによる電線 9 0 の垂れ下がり量または跳ね返り量は大き

くなる。この結果、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 の検出領域に端

子 9 1 が収まらない、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 の検出領域に

端子 9 1 が到達 しない、等が考えられる。このため、並列関節機構 2 0 が電

線 9 0 を把持する箇所を定めるにあたっては、電線 9 0 の垂れ下がりまたは

跳ね返りによる端子 9 1 の先端のX 軸及び Z 軸の最大変位量が上記の検出領

域に収まり、且つ、Y軸方向の最大変位量がX 計測センサ4 2 及び Z 計測セ

ンサ4 3 の帯状 レーザの厚み （Y軸方向の厚み）の範囲内に収まることが好

ましい。

[0043] ここまで説明したセンサ台4 1 の移動は、制御装置 （図6 には図示せず）

が駆動源4 6 のエンコーダからの信号を受け付け駆動源4 6 に制御信号を出

力 してセンサ台4 1 の移動を制御することにより実現される。そして、X 計

測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 は、検出領域に配置された端子 9 1 の先

端のX 方向、 Z 方向の幅、及びX Z 座標を検出すると、その信号を制御装置

に出力する。端子 9 1 の先端のロール方向の回転角 、及びX Z 座標の算出

手法については、後述する [制御装置 7 0 による制御の詳細] にて説明する

[0044] [制御システムの構成]

項目 [端子挿入装置の構成] にて説明したように、本発明の実施形態の端

子挿入装置は、固定盤 1 0 と、並列関節機構 2 0 と、備え、さらに、電線運

搬機 3 0 と、端子計測センサ4 0 と、を備えている。これらの機材を統括的

に制御するため、本発明の実施形態の端子揷入装置を含む制御システムには



制御装置 7 0 が備わっている。図 7 は、本発明の実施形態の端子挿入装置を

含む制御システムの機能プロック図である。制御装置 7 0 は、固定盤 1 0 の

モ一タ部材 1 4 、並列関節機構 2 0 、電線運搬機 3 0 の移動体 3 2 、並びに

、端子計測センサ4 0 のX 計測センサ4 2 、 Z 計測センサ4 3 、及び駆動源

4 6 のエンコーダに接続される。制御装置 7 0 は、各種の駆動源に対 しては

制御信号を出力 し、各種のセンサからは該センサが検出した信号が入力され

る。制御装置 7 0 は、汎用 P C や、端子揷入装置を含むシステム全体を制御

する専用の演算装置などの、各種の装置によって構成することができる。以

下、制御装置 7 0 によって制御される、コネクタハウジング8 0 に端子 9 1

を揷入するための一連の処理について詳細に説明する。

[0045] [制御装置 7 0 による制御の詳細]

[位置決め設定処理]

制御装置 7 0 には、コネクタハウジング8 0 に端子 9 1 を揷入するための

—連の処理に先だって、固定盤 1 0 の初期位置、及び固定盤 1 0 に配置され

たコネクタハウジング8 0 の初期位置を設定 し、初期状態におけるコネクタ

ハウジング8 0 のキヤビティ8 1 の位置を該制御装置 7 0 に認識させておく

必要がある。

[0046] ところで、固定盤 1 0 の円盤部材 1 3 及びモータ部材 1 4 はハウジング支

持台の所定位置に取 り付けられている。このため、形状が特定される円盤部

材 1 3 に取 り付けられるレール部材 1 2 の中心の位置は、円盤部材 1 3 の軸

心上の一点に定めることができる。また、 レール部材 1 2 の半径及び レール

部材 1 2 に対する各ハウジング受け 1 1 の取 り付け位置は既知である。以上

から、円盤部材 1 3 にレール部材 1 2 を取 り付けたときの、円盤部材 1 3 の

周方向の所定位置とレール部材 1 2 の周方向の所定位置と間の相対的なずれ

量が分かれば、そのずれ量に基づいて、各ハウジング受け 1 1 に収容される

コネクタハウジング8 0 の位置及びキヤビティ8 1 の開口の位置を制御装置

7 0 に設定することができる。

[0047] 円盤部材 1 3 の周方向の所定位置からレール部材 1 2 の周方向の所定位置



までの相対的なずれ量については、次のようにして制御装置 7 0 に設定する

ことができる。すなわち、円盤部材 1 3 の周方向の所定位置及び レール部材

1 2 の周方向の所定位置にそれぞれ目印となるものを設けておき、それらの

目印が一致するように円盤部材 1 3 にレール部材 1 2 が取 り付けられる。 こ

うしておけば、ずれ量 「0 」として制御装置 7 0 に設定 しておけばよい。或

いは、円盤部材 1 3 の周方向またはレール部材 1 2 の周方向に角度を示す目

盛を付記 しておき、円盤部材 1 3 の周方向の所定位置からレ一ル部材 1 2 の

周方向の所定位置までの角度をずれ量として制御装置 7 0 に設定 しておくこ

とも可能である。

[0048] 或いは、円盤部材 1 3 の初期位置を、並列関節機構 2 0 を用いて設定 して

も良い。例えば、円盤部材 1 3 のハウジング受け 1 1 のいずれか一つに丸穴

を設け、他方、電線チヤック2 5 c に電線 9 0 の代わりに位置決め用の丸棒

を持たせる。そ して、丸棒が丸穴に差 し込むことができるハウジング受け 1

1 の位置を、円盤部材 1 3 の回転角 0 の位置とする。このように各種の手法

により、固定盤 1 0 の初期位置を設定する。

[0049] また、制御装置 7 0 には、コネクタハウジング8 0 に端子 9 1 を揷入する

ための一連の処理に先だって、並列関節機構 2 0 のハン ド基台 2 5 a のX 座

標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置、電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の角度

及びョー方向の初期角度、並びに、電線把持本体 2 5 b のロール方向の初期

角度、を設定 し、初期状態におけるこれらの数値を該制御装置 7 0 に認識さ

せておく必要がある。ハン ド基台 2 5 a のX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期

位置は、電線運搬機 3 0 の搬送チャック3 3 の所定位置によって定められる

。すなわち、ハン ド基台 2 5 a の初期位置は、電線 9 0 を把持 した移動体 3

2 が並列関節機構 2 0 へ電線を渡すべき所定位置にいる状況の搬送チャック

3 3 に対 して、電線チャック2 5 c が所定の距離上方 （Z 軸の正方向）に位

置するように定められる。より厳密には、ハン ド基台 2 5 a の初期位置は、

Z 軸方向に電線チヤック2 5 c 及び搬送チヤック3 3 を視たときに、電線チ

ャック2 5 c の前側チヤック2 5 c 1 及び後側チヤック2 5 c 2 によって搬



送チャック 3 3 が挟 まれる位置に定め られる。 このため、搬送チャック 3 3

に把持 された電線 9 0 を電線チヤック 2 5 c が把持する際、搬送チヤック 3

3 の前後両側 を前側チヤック 2 5 c 1 及び後側チヤック 2 5 c 2 が把持する

ことになる。

[0050] 移動体 3 2 が並列関節機構 2 0 へ電線を渡すべ き所定位置は、運搬 レール

3 1 の所定位置にス トッパーを設けてお く、若 しくは移動体 3 2 のモータの

エンコーダ情報 によって位置決めするなど して、電線運搬機 3 0 に構造上設

定されている。 この所定位置を予め作業者が計測 し制御装置 7 0 に設定 して

お く、若 しくは電線運搬機 3 0 側で移動体 3 2 のモータのェンコ一ダ情報 を

記憶 しておけば、制御装置 7 0 は、その所定位置に基づいて並列関節機構 2

0 のハ ン ド基台 2 5 a の X 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置を設定するこ

とができる。

[0051 ] 端子計測センサ 4 0 のセンサ台 レール 4 4 は、電線 9 0 を把持 した移動体

3 2 が並列関節機構 2 0 へ電線を渡すべ き所定位置にいる状況の搬送チヤッ

ク 3 3 に対 して、位置合わせされている。すなわち、センサ台 レール 4 4 は

、搬送チャック 3 3 によって把持 される、垂れ下が りまたは跳ね返 りが無 く

Y 軸方向に理想的に延びる電線 9 0 が、 X 計測センサ 4 2 及び Z 計測センサ

4 3 によって計測 されるX Z 座標の原点 〇 （図 6 ( B ) 参照。）を通過する

位置に、位置合わせされている。 また、端子計測センサ 4 0 のセンサ台 4 1

の初期位置は、駆動源 4 6 のエンコーダ情報 によって定め られている。 この

初期位置は、把持 された電線 9 0 の端子 9 1 先端が X 計測センサ 4 2 及び Z

計測センサ 4 3 の検 出領域か ら離間 し、その 2 部材の間である程度の距離が

確保 され得 る位置である。

[0052] 以上 まとめると、制御装置 7 0 には、次の項 目が初期値 と して設定されて

いる。

- 固定盤 1 0 の初期位置

レ一ル部材 1 2 の固定盤 1 0 に対する初期位置

固定盤 1 0 に配置されたコネクタハ ウジング 8 0 のキヤビテ ィ8 1 の初期



位置

ハン ド基台 2 5 a のX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置

電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の角度及びョー方向の角度の初期角度

電線把持本体 2 5 b のロール方向の角度の初期角度

移動体 3 2 の運搬 レール 3 1 に対する初期位置

端子計測センサ4 0 のセンサ台 4 1 の初期位置

[0053] [端子挿入処理]

続いて、コネクタハウジング8 0 に端子 9 1 を揷入するための一連の処理

について詳細に説明する。図 8 ( A ) 、図 9 ( A ) 、図 1 0 ( A ) 、図 1 1

( A ) 及び図 1 2 ( A ) はそれぞれ、本発明の実施形態の端子揷入装置によ

る端子揷入処理の一工程を示す斜視図である。また、図 8 ( B ) 、図 9 ( B

) 、図 1 0 ( B ) 、図 1 1 ( B ) 及び図 1 2 ( B ) はそれぞれ、対応する図

8 ( A ) 、図 9 ( A ) 、図 1 0 ( A ) 、図 1 1 ( A ) 及び図 1 2 ( A ) の要

部拡大図である。尚、以下に説明する各機材の駆動は、制御装置 7 0 からの

制御信号にしたがったものである。

[0054] まず、図 8 ( A ) 及び図 8 ( B ) に示されるように、並列関節機構 2 0 は

、コネクタハウジング8 0 に端子 9 1 を揷入するための前回の一連の処理が

終わると、ハン ド基台 2 5 a をX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置に移動

すると共に、電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の角度及びョ一方向の角度を

初期角度に戻すように旋回する。さらに、電線把持本体 2 5 b のロール方向

の角度を初期角度に戻すように旋回する。

[0055] また、固定盤 1 0 は、コネクタハウジング8 0 に端子 9 1 を揷入するため

の前回の一連の処理が終わると、制御装置 7 0 からの制御信号が入力されて

レ一ル部材 1 2 が回転 し、今回の一連の処理で端子 9 1 が揷入される対象と

なるコネクタハウジング8 0 が、並列関節機構 2 0 の電線把持本体 2 5 b に

向かって周回移動する。このような固定盤 1 0 の周回駆動制御は、固定盤 1

0 に配置されたコネクタハウジング8 0 の初期位置が [位置決め設定処理]

にて制御装置 7 0 に設定されているからこそ、実現することができる。さら



に、この周回移動の際、今回の一連の処理で端子 9 1 が揷入される対象とな

るキヤビティ8 1 がY 軸に平行になる位置に、コネクタハウジング8 0 を周

回移動することが好ましい。このような固定盤 1 0 の周回駆動制御も、コネ

クタハウジング8 0 におけるキヤビティ8 1 の開口の位置が事前に登録され

ているために実現することができる。

[0056] また、電線運搬機 3 0 は、図 8 ( A ) 及び図 8 ( B ) に示されるように、

搬送チヤック3 3 に電線を把持 した状態の移動体 3 が所定位置に移動 して

くる。

[0057] そ して、並列関節機構 2 0 は、移動体 3 2 の所定位置への移動が完了する

と、図 9 ( A ) 及び図 9 ( B ) に示されるように、ハン ド基台 2 5 a が所定

距離、下方向 （Z 軸負方向）に移動する。そ して、電線チャック2 5 c が、

搬送チャック3 3 に把持された電線 9 0 を把持する。このように、電線チヤ

ック2 5 c が搬送チャック3 3 に把持された電線 9 0 を把持することにより

、並列関節機構 2 0 は、電線運搬機 3 0 から電線 9 0 を直接把持することが

でき、電線の掴み直 しを行う必要がない。この結果、以降で説明する端子計

測において、電線の掴み直 しに伴う、計測 した端子の位置と実際の端子の位

置との間の位置ずれが生 じることもない。

[0058] 端子計測センサ4 0 は、並列関節機構 2 0 の電線チャック2 5 c によって

電線 9 0 が把持されると、センサ台 4 1 が初期位置から並列関節機構 2 0 の

電線把持本体 2 5 b に向かって前進移動を開始する。そ して、センサ台 4 1

は、駆動源 4 6 のエンコーダ情報によって定められた位置に来ると、その移

動を停止する。

[0059] 電線運搬機 3 0 は、センサ台 4 1 の移動が完了すると、図 9 ( A ) 及び図

9 ( B ) に示されるように、移動体 3 2 が搬送チャック3 3 を開いて電線 9

0 を解放する。この後、移動体 3 2 は、図 1 0 ( A ) 及び図 1 0 ( B ) に示

されるように、次の電線 9 0 を把持すべ く、所定位置から離れていく。

[0060] センサ台 4 1 の移動が完了したとき、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ

4 3 の検出領域には、図 9 ( A ) 及び図 9 ( B ) に示されるように、端子 9



1 の先端が位置 している。 このとき、制御装置 7 0 には、 X 計測センサ 4 2

及び Z 計測センサ 4 3 それぞれによつて検 出される光の強度の分布が入力さ

れる。制御装置 7 0 は、 これ らの光の強度の分布 に基づいて、端子 9 1 の外

形の輪郭形状 を表す各点の座標 を認識 し、 これ らの計測情報 に基づいて端子

9 1 の先端 に関するロール方向の回転角、幅寸法 （X 方向の部品寸法）、高

さ寸法 （Z 方向の部品寸法）、及び X Z 位置座標 を算出する。

[0061 ] 図 1 3 ( A ) は、 X 計測センサ及び Z 計測センサの検 出領域 に端子の先端

が位置 している状態を示す説明図である。図 1 3 ( A ) に示 されるように、

端子 9 1 が ロール方向に回転 している場合がある。 さらに、電線チャック 2

5 c に把持 された電線 9 0 は、電線チャック 2 5 c の前側チヤック 2 5 c 1

を支点 と して跳ね返 り上 （Z 軸正方向）、左右 （X 軸方向）に曲がっている

場合がある （逆に、垂れ下がって下 （Z 軸負方向）、左右 （X 軸方向）に曲

がっている場合 もある）。

[0062] ところで、端子 9 1 は揷入方向 （Y 軸） と直交する方向の断面形状が矩形

である場合が多い。 また、 コネクタハ ウジング 8 0 のキヤビテ ィ8 1 の形状

も端子 9 1 の断面形状 と一致する同等の形状 になっている。そのため、基準

方向に対 して端子 9 1 が図 1 3 ( A ) のようにロール方向に回転 している場

合 には、相対的な傾 きにより端子 9 1 とキヤビテ ィ8 1 との形状が一致 しな

くなるため、揷入に失敗する可能性がある。 また、電線 9 0 が跳ね返 った姿

勢のまま端子 9 1 をコネクタハ ウジング 8 0 のキヤビテ ィ8 1 に揷入 しょう

とする場合 にも、キヤビテ ィ8 1 に揷入することができない、 または揷入で

きたと しても電線 9 0 または端子 9 1 を破損するなどの虞がある。特 に、電

線 9 0 は柔 らかい場合が多いので無理な力が加わると座屈が生 じやす く、 こ

れにより正常な揷入ができな くなる。

[0063] このため、本発明の実施形態の端子挿入装置では、制御装置 7 0 が、 X 計

測センサ 4 2 及び Z 計測センサ 4 3 それぞれによって検 出される光の強度の

分布 に基づいて、端子 9 1 の ロール方向の回転角及び電線 9 0 の垂れ下が り

量 または跳ね返 り量を定量的に算出する。そ して、制御装置 7 0 は、 さらに



、その算出した数値を基に、端子 9 1 のロール方向の回転を0 度に戻 し、且

つ垂れ下がったまたは跳ね返った電線 9 0 をY 軸に平行に配置するための、

電線把持本体 2 5 b のロール方向の回転角、並びに電線把持本体 2 5 b のピ

ッチ方向の回転角及びョ一方向の回転角を算出する。

[0064] ここで、電線把持本体 2 5 b 及び端子 9 1 の口一ル方向の回転角を算出す

る計算手法について説明する。図 1 4 ( A ) 及び図 1 4 ( B ) は、端子の口

—ル方向の回転角の計算手法を説明する説明図であり、図 1 4 ( A ) は回転

角が 0 の場合、図 1 4 ( B ) は回転角が の場合である。

[0065] すなわち、図 1 4 ( A ) 及び図 1 4 ( B ) は、端子 9 1 の先端の揷入方向

( Y 軸）と直交する方向の断面における断面形状を表 している。図 1 4 ( A

) 及び図 1 4 ( B ) に示す例では、端子 9 1 の断面形状が矩形であり、その

幅寸法が 「a 」、高さ寸法が 「b 」であり、対角線寸法が 「c 」である場合

を想定 している。このとき、図 1 4 ( A ) に示されるように、幅方向の一辺

と対角線のなす角 。は、次式によって与えられる。

0 = θ - Ί ( a c ) ( 1 )

[0066] また、図 1 4 ( A ) に示す状態の端子 9 1 がロール方向に角度 だけ回転

した場合には、図 1 4 ( B ) に示す状態になる。

[0067] —方、X 計測センサ4 2 の計測によって得 られる端子 9 1 の幅寸法の情報

は、X 軸方向 （図 1 4 ( B ) 中の左右方向）の輪郭形状の両端の間の幅であ

り、図 1 4 ( B ) に示す幅寸法 「X 」になる。つまり、端子 9 1 の実際の幅

寸法 「a 」と計測によって得 られる幅寸法 「X 」との間には、ロール方向の

角度 に応 じた違いが生 じる。

[0068] 同様に、 Z 計測センサ4 3 の計測によって得 られる端子 9 1 の高さ寸法の

情報は、 Z 軸方向 （図 1 4 ( B ) 中の上下方向）の輪郭形状の両端の間の幅

であり、図 1 4 ( B ) に示す高さ寸法 「Z 」になる。つまり、端子 9 1 の実

際の幅寸法 「b 」と計測によって得 られる高さ寸法 「Z 」との間には、口一

ル方向の角度 に応 じた違いが生 じる。

[0069] このような違いを逆に利用 して、ロール方向の角度 を算出することがで



きる。すなわち、図 1 4 ( B ) に示 されるように、対角線 とX 軸方向とのな

す角 ，を規定すると、 ロール方向の回転角 は、次式によって与え られる。

θ = Θ 0 _ Θ ，= c o s - 1 ( a c ) - c o s - 1 ( X c ) ( 2

)

[0070] また、端子 9 1 の幅寸法 「a 」、及び高さ寸法 「b 」については、部品毎

の寸法のば らつきを無視すれば、定数 と して予め取得することができる。 ま

た、対角線寸法 「c 」については例えば次式を用いて算出することができる

c ( a 2 + b 2 ) . . . ( 3 )

[0071 ] したがって、端子 9 1 の対角線寸法 「c 」 と、計測の結果か ら得 られる幅

寸法 「X 」 とに基づき、 ロール方向の回転角 を算出することができる。 ま

た、 このように して算出 した回転角 を、補正制御のパラメータと して電線

把持本体 2 5 b に与え、回転 させることにより、端子 9 1 の ロール方向の回

転 を修正することができる。実際には、電線 9 0 を把持 している位置か らそ

の先端の端子 9 1 までの箇所が Y 軸方向に対 してョ一方向及び ピッチ方向に

傾いている場合があるので、 ロール方向の回転 を修正する際には、端子 9 1

の中心 を回転軸 と してロール方向に回転 させるために、三次元の制御 を行 う

。すなわち、電線把持本体 2 5 b を回転 させると同時に、電線 9 0 を把持 し

ている位置をX Y Z の各軸方向に動か して、端子 9 1 の回転軸の位置がずれ

ないように制御する。並列関節機構 2 0 は、図 1 0 ( A ) 及び図 1 0 ( B )

に示 されるように、端子計測センサ 4 0 による計測の後、 ロール方向の回転

を修正する。

[0072] 尚、 ロール方向の角度 を算出する際には、端子 9 1 の対角線寸法 「c 」

と、計測の結果か ら得 られる高さ寸法 「Z 」 とに基づいて計算することもで

きる。例えば、角型端子のように端子 9 1 の断面形状が正方形 に近い形状で

あれば、幅寸法 「X 」、高さ寸法 「Z 」のどち らを使用 しても良い。 しか し

、平型端子のように断面形状が横長の場合 には、 口一ル方向の回転 に対する

計測寸法変化の違いにより、高さ寸法 「Z 」を利用 した方が精度 を上げるこ



とができる。つまり、実際に揷入する端子 9 1 の断面形状の違いを考慮 して

、幅寸法 「X 」と高さ寸法 「Z 」とを使い分ける。

[0073] 続いて、電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の回転角及びョ一方向の回転角

を算出する計算手法について説明する。図 1 4 ( C ) は、電線把持本体 2 5

b のピッチ方向の回転角及びョ一方向の回転角の計算手法を説明する説明図

である。図 1 4 ( B ) に示されるように、端子 9 1 の先端のX 座標は、上述

した幅寸法 「X 」の中央の中点 X 1 として定めることができる。同様に、端

子 9 1 の先端のZ 座標は、上述 した高さ寸法 「Z 」の中央の中点 z 1 として

定めることができる。

[0074] ところで、センサ台 4 1及びセンサ台 レール 4 4 は、 Y 軸方向に理想的に

延びる電線 9 0 が、X 計測センサ4 2 及び Z 計測センサ4 3 によって計測さ

れるX Z 座標の原点〇 （図 6 ( B ) 参照。）を通過する位置に、位置合わせ

されている。また、並列関節機構 2 0 の前側チャック2 5 c 1 から前進 した

センサ台 4 1 における検出領域までの距離 I は既知である。このため、図 1

4 ( C ) に示されるように前側チャック2 5 c 1 の位置を原点として見立て

た場合、電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の回転角 2及びョ一方向の回転角

θ 3は、次式によって与えられる。

θ 2 = t a n - ( z 1 I ) ( 4 )

θ 3 = a n - ( x 1 I ) ( 5 )

[0075] この算出手法により、電線把持本体 2 5 b のピッチ方向の回転角及びョ一

方向の回転角が算出される。並列関節機構 2 0 は、図 1 1 ( A ) 及び図 1 1

( B ) に示されるように、端子計測センサ4 0 による計測の後、 ピッチ方向

及びョ一方向の回転を修正する。

[0076] 図 1 3 ( B ) に示す状態は、端子 9 1 のロール方向の回転角 が 0 に修正

され、且つ傾いた電線 9 0 のョ一方向の向きが正され、 ピッチ方向の向きが

正されていない状態を表 している。つまり、端子 9 1 の計測の結果に基づき

、制御装置 7 0 が、算出されたョ一方向の回転角、及びロール方向の回転角

だけ、その回転を打ち消す方向にハ ン ド基台 2 5 a 及び電線把持本体 2 5 b



を旋回させる。その結果、電線把持本体 2 5 b は、図 1 3 ( B ) に示される

ように、端子 9 1 のロール方向の回転角が 0 度に戻り、且つ電線 9 0 のョ一

方向の向きが正され、 ピッチ方向の向きが正されていない状態で把持するこ

とができる。尚、 ピッチ方向の向きが正されていない状態を言及 したが、 ピ

ツチ方向の向きを正 して、電線 9 0 がY 軸に平行に延びるように電線 9 0 を

把持することも可能である。

[0077] 端子計測センサ4 0 は、ハン ド基台 2 5 a 及び電線把持本体 2 5 b が旋回

した後、図 1 1 ( A ) 及び図 1 1 ( B ) に示されるように、センサ台 4 1 が

初期位置に移動する。

[0078] 並列関節機構 2 0 は、センサ台 4 1 が初期位置に移動 した後、図 1 1 ( A

) 及び図 1 1 ( B ) に示されるように、ハン ド基台 2 5 a をX 軸及び Z 軸方

向に駆動させ、端子 9 1 をキヤビティ8 1 に揷入する。このとき、制御装置

7 0 には、コネクタハウジング8 0 におけるキヤビティ8 1 内で端子 9 1 に

ロックが掛かるまでの距離が設定されている。このため、制御装置 7 0 は、

この距離だけY 軸正方向にハン ド基台 2 5 a が移動するよう並列関節機構 2

0 を駆動する。このとき、制御装置 7 0 は、圧力センサ 2 5 g が検出する信

号から、端子 9 1 の座屈、または端子 9 1 がキヤビティに揷入されなかった

場合の端子 9 1 の固定盤 1 0 に対する干渉を判定する。尚、ここでは、本発

明の端子挿入処理時の概略を述べるにとどまり、後述する [特徴的な制御の

処理手順の説明] にて、電線 9 0 の口一ル方、ョ一方向の旋回、及びハン ド

基台 2 5 a のX Y Z 座標系の移動の制御について説明することとする。

[0079] 並列関節機構 2 0 は、 Y 軸正方向にハン ド基台 2 5 a を移動すると、続い

て、 Y 軸負方向にわずかにハン ド基台 2 5 a を移動する。ここで、電線把持

本体 2 5 b には、電線チャック2 5 c に作用する外力を検出する圧力センサ

5 g が備わっている。端子 9 1 がキヤビティ8 1 に正常に揷入されていた

場合、端子 9 1 はキヤビティ8 1 内のランスに係合されている。このため、

端子 9 1 がキヤビティ8 1 に正常に揷入されていれば、 Y 軸負方向にわずか

にハン ド基台 2 5 a を移動 したときに圧力センサ 2 5 g が電線 9 0 に作用す



る、ある閾値以上の張力を検 出するはずである。逆に、端子 9 1 がキヤビテ

ィ8 1 に正常に揷入されていなければ、 Y 軸負方向にわずかにハ ン ド基台 2

5 a を移動 したときに圧力センサ 2 5 g が外力を検 出 しない、或いは閾値未

満の張力を検 出するはずである。 このように、並列関節機構 2 0 は、 Y 軸負

方向にわずかにハ ン ド基台 2 5 a を移動することによって、端子 9 1 が正常

に揷入されたか否かを判別 している。尚、端子 9 1 がキヤビテ ィ8 1 に正常

に揷入されていない場合、並列関節機構 2 0 は、ハ ン ド基台 2 5 a をダス ト

ボ ックス上に移動 させ、そこで電線チャック 2 5 c を開 くことで、電線 9 0

をダス トボ ックスに廃棄するように してもよい。 この後、並列関節機構 2 0

は、 コネクタハ ウジング 8 0 に端子 9 1 を揷入するための今回の一連の処理

が終わると、ハ ン ド基台 2 5 a をX 座標、 Y 座標及び Z 座標の初期位置に移

動すると共に、電線把持本体 2 5 b の ピッチ方向の角度及び ョー方向の角度

を初期角度 に戻すように旋回する。 さらに、電線把持本体 2 5 b の ロール方

向の角度 を初期角度 に戻すように旋回する。

[0080] [ 特徴 的な制御の処理手順の説明]

図 1 5 は、本発明の実施形態の端子揷入装置における口一ル角度補正制御

の処理手順 を表 している。 また、図 1 6 は本発明の実施形態の端子揷入装置

における電線傾 き補正制御の処理手順 を表 している。 これ らの制御は制御装

置 7 0 によって実行される。 また、図 1 5 に示す口一ル角度算出部 1 1 0 及

び 口一ル角度補正制御部 1 2 0 が制御装置 7 0 に備わ っている。 また、図 1

6 に示す電線傾 き補正制御部 1 3 0 及び電線傾 き矯正制御部 1 4 0 が制御装

置 7 0 に備わ っている。

[0081 ] < ロール角度補正制御>

図 1 5 に示 したロール角度補正制御の処理手順 について以下に説明する。

この制御 を実行するのは制御装置 7 0 である。

[0082] 図 9 ( A ) 及び図 9 ( B ) に示 した状態のように、移動体 3 2 が所定位置

まで移動 し、並列関節機構 2 0 が下降 して電線 9 0 を把持 し、搬送チャック

3 3 が開 く。 このとき同時に、ステ ップS 1 1 では、端子計測センサ 4 0 が



端子 9 1 の先端を検出し、計測ができる位置までセンサ台 4 1 の位置を移動

するように制御装置 7 0 が制御する。

[0083] ステップS 1 2 では、端子 9 1 のロール方向の回転を補正するための回転

方向の初期値を制御装置 7 0 が決定する。本実施形態では、時計回り方向 （

CW) を初期値に定めてある。

[0084] ステップS 1 3 では、X 計測センサ4 2 の受光部が検出したX 軸方向の受

光強度分布に基づき、端子 9 1 のX 軸方向の輪郭の幅寸法を検出する。また

、 Z 計測センサ4 3 の受光部が検出したZ 軸方向の受光強度分布に基づき、

端子 9 1 の Z 軸方向の輪郭の高さ寸法を検出する。つまり、図 1 4 ( B ) に

示 した幅寸法 「X 」及び高さ寸法 「Z 」の少なくとも一方を計測結果として

取得する。

[0085] ステップS 1 4 では、端子 9 1 の現在のロール方向の回転角 (図 1 4 (

A ) に示す基準状態に対する回転量）を口一ル角度算出部 1 1 0 が次式によ

り算出する。

θ = Θ 0 _ Θ ，= c o s - 1 ( a c ) - c o s - 1 ( X c ) ( 6

)

θ 0 幅方向の一辺と対角線のなす角

：対角線とX 軸方向とのなす角

c ：対角線寸法、端子 9 1 の幅寸法 「a 」及び高さ寸法 「b 」に基づき算

出

a ：端子 9 1 の部品仕様の幅寸法により定まる定数

b ：端子 9 1 の部品仕様の高さ寸法より定まる定数

X ：計測値により取得できる幅寸法 （図 1 4 ( B ) 参照）

[0086] ステップS 1 5 では、 S 1 2 で決定 したロール回転方向 （CW) に向けて

、 S 1 4 で算出した回転角 だけ、端子 9 1先端の中心を回転の中心として

、 Y 軸の周りを周回するロール方向に、端子 9 1 を回転する。すなわち、口

—ル方向の回転を修正するように、電線 9 0 を把持 しているハン ド部材 2 5

を回転方向に動かす。この時、回転の中心が端子 9 1 の中心軸の位置からず



れないように、回転 と同時にX Y Z の各軸方向の位置を並列関節機構 2 0 に

より調整する。

[0087] また、 S 1 5 の 1 回の補正動作だけで端子 9 1 のロール方向の回転角 を

ほとんど正 しく修正できる。その場合は揷入動作に移行する。特に、端子計

測センサ 4 0 で検 出できるのは端子 9 1 の輪郭位置だけであるため、時計回

り （C W ) / 反時計回 り （C C W ) のどち らのロール方向に端子 9 1 がずれ

ているのかはまだ未知の状態であ り、 S 1 5 の処理の結果、 ロール方向の回

転角 が更に増えて しまう場合 もある。 したがって、次の S 1 6 以降の口一

ル角度補正制御部 1 2 0 の制御を更に実行する。

[0088] ステ ップS 1 6 では、前述の S 1 3 と同様に、再び端子 9 1 の計測を行い

、端子 9 1 の幅寸法 「X 」又は高さ寸法 「Ζ 」を取得する。そ して、次の S

1 7 で、 S 1 4 と同様にロール方向の回転角 を算出する。

[0089] 更に、 S 1 7 で得 られた回転角 と、修正前の S 1 4 で得 られた回転角

とをS 1 8 で比較する。つまり、 S 1 5 の回転操作により回転角 Θが減少 し

たか否かをS 1 8 で識別する。回転角 が減少 した場合は S 2 0 に進み、回

転角 が減少 していない場合は S 1 9 に進む。

[0090] ステ ップS 1 9 では、端子 9 1 のロール方向の回転を補正するための回転

の方向をそれまでとは反対の方向に変更する。例えば、回転の方向が初期状

態 として S 1 2 で時計回 り方向 （C W ) に決定された後に、 S 1 8 でロール

方向の回転角 が増えたことを検知 した場合には、 S 1 9 で反時計回 り方向

( C C W ) に切 り替える。 このステ ップS 1 9 の後で S 1 5 を実行する際に

は、切 り替わった方向に向けてロール方向の補正を実行する。

[0091 ] ステ ップS 2 0 では、最後に検出 したロール方向の回転角 を事前に定め

た閾値 （規定値）と比較することにより、回転角 が規定値以内か否かを識

別する。規定値以内であれば図 1 5 の処理を終了 し、規定値を超えている場

合は S 2 1 に進む。

[0092] ステ ップS 1 では、 S 1 5 と同様に、 S 1 2 で決定 した方向、又は S 1

9 で切 り替えた方向に向けて、回転角 だけロール方向の回転を補正するよ



うに、端子 9 1 の中心軸を中心として回転する。

[0093] ステップS 2 2 では、それまでに行ったロール補正動作 （S 1 5 ，S 1

) の実行回数を閾値 （規定回数）と比較する。規定回数のロール補正動作を

終了した場合はS 2 3 に進み、まだ終了していない場合はS 1 6 に進んで処

理を繰り返す。

[0094] ステップS 2 3 では、端子 9 1 のロール方向の回転角 が最小になるよう

に端子 9 1 の中心軸を中心として回転する。すなわち、これまでのロール補

正動作の規定回数の繰り返 しの中で、回転角 が最小になった状態と同等の

状態に近づくように、最終的にロール方向の回転を補正する。

[0095] < 口ール角度補正制御による動作の例>

図 1 7 は、端子の口一ル角度を補正する場合の端子及び動作の状態遷移の

具体例を示す状態遷移図である。

[0096] 図 1 7 に示す状態C 1 1 のように端子 9 1 がロール方向に対 し反時計回り

(左回転 ：マイナス方向）に回転角 だけ初期状態でずれている場合には、

図 1 5 の最初のS 1 5 で回転角 と同じ量だけ時計回りに端子 9 1 が回転す

る。その結果、図 1 7 に示す状態C 1 2 のように端子 9 1 のロール方向の回

転が解消された状態になるので、このロール角度補正制御を終了し、端子 9

1 をキヤビティ8 1 に揷入する工程に移行することができる。

[0097] —方、図 1 7 に示す状態C 2 1 のように端子 9 1 がロール方向に対 し時計

回り （右回転 ：プラス方向）に回転角 だけ初期状態でずれている場合には

、図 1 5 の最初のS 1 5 で回転角 と同じ量だけ時計回りに端子 9 1 が回転

すると、状態C 2 2 のように回転角 が増えてしまう。この場合は、図 1 5

のステップS 1 9 で補正の回転方向を切り替えるので、次にステップS 1 5

を実行 した時に、反時計回りに端子 9 1 が回転する。その結果、図 1 7 に示

す状態C 2 4 のように端子 9 1 のロール方向の回転が解消された状態になる

ので、このロール角度補正制御を終了し、端子 9 1 をキヤビティ8 1 に揷入

する工程に移行することができる。

[0098] < 電線傾き補正制御>



図 1 6 に示 した電線傾き補正制御の処理手順について以下に説明する。こ

の制御を実行するのは制御装置 7 0 である。また、図 1 6 に示 した処理を実

行する時には、端子計測センサ4 0 が端子 9 1 を計測できる位置までセンサ

台 4 1 の位置を移動するように制御装置 7 0 が制御する。つまり、図 9 ( A

) 及び図 9 ( B ) に示 した状態で、移動体 3 2 が所定位置まで移動 し、並列

関節機構 2 0 が下降 して電線 9 0 を把持 し、搬送チャック3 3 が開いたとき

に、図 1 5 に示 した処理を実行する。

[0099] ステップS 3 1 では、制御装置 7 0 が端子計測センサ4 0 を用いて端子 9

1 の位置を計測する。すなわち、X 計測センサ4 2 の受光部が検出したX 軸

方向の受光強度分布に基づき、端子 9 1 のX 軸方向の輪郭の幅寸法 「X 」の

領域を検出し、この中央の点 X 1 の位置座標を計測する （図 1 4 ( B ) 参照

) 。また、 Z 計測センサ4 3 の受光部が検出したZ 軸方向の受光強度分布に

基づき、端子 9 1 の Z 軸方向の輪郭の高さ寸法 「Z 」の領域を検出し、この

中央の点 z 1 の位置座標を計測する。ステップS 3 1 は、図 1 3 ( B ) に示

される状態にて実行される。

[01 00] ステツプS 3 2 では、 S 3 1 の計測結果に基づき、端子 9 1先端の基準位

置に対する位置ずれ及び回転に対する補正量 （X ，Z , a ) を算出する。把

持された位置から先の電線 9 0 のョ一方向の傾きにより生 じる点 X 1 の位置

とX 軸方向の基準位置とのずれが補正量の 「X 」であり、 ピッチ方向の傾き

により生 じる点 z 1 の位置とZ 軸方向の基準位置とのずれが補正量の 「Z 」

である。また、補正量の 「a 」は、電線 9 0 の傾きの角度に相当し、図 1 4

( C ) に示 したョ一方向の回転角 3 に対応する。

[01 0 1 ] ステップS 3 3 では、 S 3 2 で得 られた補正量 （X ，Z ， a ) に基づき、

ョ一方向の回転角 3 を0 に正すべ く、電線 9 0 をョ一方向に旋回させる。 こ

のとき、電線把持本体 2 5 b がョ一方向に旋回するため、端子 9 1 の先端は

Y 軸上に位置する。他方、ステップS 3 3 では、端子 9 1 の先端のZ 軸方向

のずれZ (すなわち、 ピッチ方向の回転角 2 ) は 0 であり、解消されていな

し、。このように、ョ一方向の回転角を0 にする位置補正がなされた状態の電



線 9 0 が、図 1 3 ( B ) に示 されている。

[01 02] 図 1 6 のステ ップ S 3 4 では、ハ ン ド部材 2 5 が電線 9 0 を把持 したまま

並列関節機構 2 0 が位置 を移動 して、図 1 2 ( A ) 及び図 1 2 ( B ) に示す

ように、 1 つのコネクタハ ウジング 8 0 の位置 まで電線 9 0 を移動する。 よ

り厳密 には、端子 9 1 の先端が、挿入先のキヤビテ ィ 8 1 の間口基準位置の

直前位置 まで移動するように運搬 される。端子 9 1 の先端が挿入先のキヤビ

テ ィ 8 1 の間口基準位置の直前位置 まで移動 した状態が図 1 8 に示 されてい

る。ステ ップ S 3 4 の状態 においても、端子 9 1 の先端の Z 軸方向のずれ （

すなわち、 ピッチ方向の回転角 2 ) は 0 ではない。

[01 03] 次 のステ ップ S 3 5 では、 S 3 4 の位置か ら更に Y 軸方向に端子 9 1 を移

動 して、該当するキヤビテ ィ 8 1 の一次揷入位置 まで端子 9 1 を揷 し込む。

この一次揷入位置は、端子 9 1 の先端がキヤビテ ィ 8 1 の入 り口付近でコネ

クタハ ウジング 8 0 と確実 に当接する位置であ って、 まだキヤビテ ィ 8 1 の

奥 までは端子 9 1 が揷入されていない位置である。

[01 04] 次 のステ ップ S 3 6 では、 S 3 5 の状態のまま、電線 9 0 を把持 している

ハ ン ド部材 2 5 が、前述の補正量 （X ， Z ， a ) に相 当する量だけ、 この補

正がない状態の位置 まで移動する。つまり、端子 9 1 の先端位置がキヤビテ

ィ 8 1 の開口に引 っ掛か って固定された状態のまま、電線 9 0 を把持 してい

るハ ン ド基台 2 5 a が補正量 Z を 0 にするべ くZ 軸方向に移動すると共 に、

ョ一方向に回転 していた電線把持本体 2 5 b が回転角 0 の状態 に戻される。

この とき、電線 9 0 は、端子 9 1 の先端がキヤビテ ィ 8 1 に固定された状態

で、電線チヤック 2 5 c に把持 された部分が移動するので、電線 9 0 に外力

が加わ り傾 きが矯正される。 この矯正によ り、電線 9 0 の把持 された位置か

ら端子 9 1 の先端 にかけて、 Y 軸 に沿 って挿入方向にまっす ぐに延びた状態

になる。

[01 05] ステ ップ S 3 7 では、 S 3 6 の状態か ら、更に Y 軸方向に端子 9 1 を移動

して、該当するキヤビテ ィ 8 1 の二次揷入位置 まで端子 9 1 を揷 し込む。 こ

の二次揷入位置は、 キヤビテ ィ 8 1 のランスに端子 9 1 が係合 されるのに十



分な距離、端子 9 1 が挿入された状態 に相 当する。

[01 06] < 電線傾 き補正制御 による動作の例 >

図 1 9 ( A ) か ら図 1 9 ( D ) は、 電線傾 き矯正制御 を実施する場合の端

子及びその周辺の水平面内の状態遷移の具体例 を表す状態遷移図である。図

1 9 ( A ) か ら図 1 9 ( D ) を参照 して、上述 したステ ップ S 3 4 、 S 3 5

、 S 3 6 、及び S 3 7 の処理 をさ らに詳細 に説明する。

[01 07] すなわち、図 1 6 に示 した各ステ ップ S 3 4 、 S 3 5 、 S 3 6 、及び S 3

7 を実行することによ り、それぞれ図 1 9 に示 した （A ) 端子揷入前位置の

状態、 （B ) —次挿入位置の状態、 （C ) 一次挿入定位置の状態、及び （D

) 二次挿入位置の状態 になる。

[01 08] ( 1 ) 端 子挿入前位置の状態では、図 1 9 ( A ) に示すように、端子 9 1

の先端 は、 コネクタハ ウジング 8 0 と対向 し、 キヤビテ ィ 8 1 の間口基準位

置の直前位置 に存在 している。 この とき、前述の S 3 3 で ョ一方向の回転角

を 0 にする位置補正がなされた状態の電線 9 0 の端子 9 1 の先端が、間口基

準位置 に合わせ られる。

[01 09] ( 2 ) —次揷入位置の状態では、図 1 9 ( B ) に示すように、端子 9 1 の

先端だけが、 コネクタハ ウジング 8 0 のキヤビテ ィ 8 1 の間口と当接 した状

態 にな っている。 ここで、 キヤビテ ィ 8 1 の奥の方 まで更に端子 9 1 を揷 し

込む ことは可能である。 しか し、電線 9 0 が ピッチ方向に傾 いている場合 に

は、揷 し込む力の方向が Y 軸 と一致 していないので、斜め方向の無理な力が

電線 9 0 に加わ り、十分 に揷 し込む前 に端子 9 1 が座屈する可能性がある。

端子 9 1 が座屈すると、それ以上端子 9 1 を挿 し込む ことがで きず、挿入に

失敗することになる。

[01 10] ( 3 ) —次揷入定位置の状態では、図 1 9 ( C ) に示すように、端子 9 1

の先端がキャビテ ィ 8 1 の間口と当接 したまま、電線チャック 2 5 c の位置

が端子 9 1 の先端のずれ Z を打ち消す向 きに移動する。 同時に、 ョ一方向に

回転 していた電線把持本体 2 5 b が回転角 0 の状態 に戻される。 これによ り

、端子 9 1 先端 と電線チャック 2 5 c によ り把持 された電線 9 0 の箇所 との



間で、電線 9 0 に外力が加わる。 この外力によ り、 ョ一方向及び ピッチ方向

に傾 いていた電線 9 0 が Y 軸 に平行 に矯正される。つまり、 （3 ) —次揷入

定位置の状態では、電線チヤック 2 5 c の位置か ら端子 9 1 の先端 にかけて

、電線 9 0 が Y 軸 に沿 つてまっす ぐに延びた状態 になる。

[01 11] ( 4 ) 二次挿入位置の状態では、図 1 9 ( D ) に示すように、端子 9 1 が

コネクタハ ウジング 8 0 のキヤビテ ィ 8 1 のランスに係合する程度 に十分 に

揷 し込 まれている。

[01 12] 尚、 ステ ップ S 3 3 では、端子 9 1 の先端の Z 軸方向のずれ Z (すなわち

、 ピッチ方向の回転角 2 ) を敢 えて 0 に していない。 これは、端子 9 1 を図

1 ( Β ) の ようにコネクタハ ウジング 8 0 に揷入する際に、 ピッチ方向の

電線 9 0 の回転角 2 が 0 でない場合、 キヤビテ ィ開口か ら端子 9 1 を視た と

きの端子 9 1 先端の面積が小 さ くな って揷入に有利 に働 くためである。 した

が って、図 1 6 のステ ップ S 3 3 では、補正する補正量の角度 「a 」 につい

ては、 ョ一方向の角度 （θ 3 ) のみ に限定 した。 もちろん、ステ ップ S 3 3 に

て、 S 3 2 で得 られた補正量 （X ， Z ， a ) に基 づ き、 ピッチ方向の回転角

θ 2 を 0 に正すべ く、電線 9 0 を ピッチ方向に旋回させておいてもよい。 この

場合、ステ ップ S 3 6 におけるハ ン ド基台 2 5 a の Ζ 軸方向の移動が不要 と

な り、他方、 ピッチ方向に回転 していた電線把持本体 2 5 b を回転角 0 の状

態 に戻す処理が新たに必要 となる。

[01 13] [ 本発 明の端子挿入装置 による作用及び効果 ]

以上のように説明 した本発明の実施形態の端子挿入装置は、次の作用及び

効果が得 られる。

本発明の実施形態の端子挿入装置では、複数のコネクタハ ウジング 8 0 が

固定盤 1 0 に円環状 に配置 される。 このため、本発明の実施形態の端子揷入

装置は、従来の端子挿入装置のように、複数のコネクタハ ウジングを一列に

配置するための幅方向に大 きく開かれた空間を確保する必要は無 く、固定盤

1 0 を収納で きる程度の幅の空間を確保すればよ くなる。 このため、上述 し

た固定盤 1 0 の構造は、端子挿入装置の小型化 に寄与する。



[01 14] 端 子挿入装置の小型化 という効果は、固定盤 1 0 と並列関節機構 2 0 との

協働 によ り実現 されるものである。単 に従来の端子揷入装置 に本発明の円環

状の固定盤 1 0 を適用 しただけでは、 コネクタハ ウジングに端子を揷 し込む

側の装置が円環状の固定盤 1 0 に対応することがで きず、 コネクタハ ウジン

グへの端子の挿入が困難 になるだけである。 この困難性 を解決すべ く、可動

範囲は狭いもののその可動範囲内で 6 自由度で 自在 に移動 旋回で きる並列

関節機構 2 0 が用い られた ことを付言する。 さ らに、付言すれば、並列関節

機構 2 0 自体の大 きさも、従来の端子挿入装置の端子を把持する側の装置 に

比べて、小型で済む。 このため、固定盤 1 0 及び並列関節機構 2 0 の相性の

良さ、つまり、固定盤 1 0 に配置 されたコネクタハ ウジングが回転する軌跡

と並列関節機構 2 0 の可動範囲の形状の類似性、 もあ って、端子挿入装置全

体 を一層小型化することがで きる。

[01 15] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、固定盤 1 0 が回転 し、端子

9 1 が揷入されるべ き次のコネクタハ ウジング 8 0 が並列関節機構 2 0 が把

持する電線 9 0 に接近する構成である。 このため、並列関節機構 2 0 の移動

を最小限にとどめることがで き、並列関節機構 2 0 の作業効率の向上 を図る

ことがで きる。

[01 16] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、並列関節機構 2 0 が、端子

を把持せず電線のみを把持する構造である。 このため、端子を把持するため

のチャックを並列関節機構 2 0 の電線把持本体 2 5 b に設 ける必要が無い。

これによ り、電線把持本体 2 5 b の軽量化、ひいてはハ ン ド部材 2 5 の軽量

化 に繋がる。 この結果、並列関節機構 2 0 の動作ス ピー ドの向上やサイクル

タイムの短縮が実現で き、並列関節機構 2 0 の作業効率の向上 を図ることが

で きる。

[01 17] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、端子 9 1 の先端の計測 をX

計測センサ 4 2 及び Z 計測センサ 4 3 を用いて光学的に行 う。 このため、端

子 9 1 の X 方向、 Z 方向の幅及び X Z 座標 を瞬時に検 出 し、端子 9 1 の姿勢

を検 出することがで きる。 さ らに、その検 出精度が高いため、電線把持本体



5 b の ロール方向の回転角、並び に電線把持本体 2 5 b の ピッチ方向の回

転角及び ョ一方向の回転角を正確 に計測することがで きる。 この結果、サイ

クルタイムの短縮及び端子の誤挿入の減少を実現することがで き、作業効率

が向上する。 また、 X 計測センサ 4 2 及び Z 計測センサ 4 3 の検 出領域 に端

子 9 1 の先端が進入 した ことを トリガと して、計測 を開始する。 X 計測セン

サ 4 2 及び Z 計測センサ 4 3 の反応性の高さ及び端子計測処理の簡易さと相

まって、並列関節機構 2 0 による端子挿入処理 に要する時間を短縮すること

がで きる。

[01 18] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、電線 9 0 に少々の巻 き癖が

あ っても、その巻 き癖が残 った状態で端子 9 1 をコネクタハ ウジング 8 0 に

揷入することがで きる。 このため、電線 9 0 の巻 き癖 を矯正するな どの、部

品の精度のバ ラツキを抑 えるための工程が不要 になる。 この結果、作業効率

が向上する。

[01 19] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、端子 9 1 をコネクタハ ウジ

ング 8 0 に揷入後、端子揷入方向 とは逆方向に電線 9 0 を引 っ張 ることによ

り、端子 9 1 が正常に挿入されたか否かを判別する。 この動作 による端子揷

入の正誤判定のためには、電線把持本体 2 5 b に圧力センサ 2 5 g を設 ける

だけで済み、部品点数の減少に伴 う電線把持本体 2 5 b の軽量化、 コス ト低

減 を図ることがで きる。電線把持本体 2 5 b の軽量化は、並列関節機構 2 0

の動作ス ピ一 ドの向上やサイクルタイ厶の短縮 に繋がる。

[01 20] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、端子計測センサ 4 0 が計測

した端子 9 1 の輪郭位置の情報 に基づいて、 ロール方向の端子 9 1 の傾 きの

角度 を S 1 4 で算出 しこれを S 1 5 〜 S 2 3 の処理で補正する。 さ らに、

並列関節機構 2 0 で 3 次元 （X ， Z ， a ) 的 に回転動作で きる。 このため、

搬送チャック 3 3 で電線 9 0 を把持、回転及び掴み直 しを行 うことな く端子

9 1 の向 きをキヤビテ ィ 8 1 の形状 に合わせて揷入を行 うことがで きる。 ま

た、掴み直 しが不要であるため、掴み直 しに伴 う位置ずれの発生を防止で き

る し、サイクルタイムの向上 も可能 になる。 ロール方向の端子 9 1 の傾 きの



角度 を補正することによ り、 キヤビテ ィ 8 1 の開口形状 に対 して端子 9 1

の向 きを正確 に合わせ ることが可能 にな り、揷入の失敗が生 じに くくなる。

[01 2 1 ] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、 S 1 4 で ロール方向の角度

を算出する際には、図 1 4 ( Β ) に示 した端子 9 1 の断面形状 に相 当する

矩形の対角線の長 さ 「c 」 と、計測 によ り得 られる幅寸法 「X 」 とを用いて

計算するので、瞬時に角度 を得 ることがで きる し、端子計測センサ 4 0 を

回転 させ ることな く、 ロール方向の角度 を把握で きる。 したが って、移動

な どに伴 って端子 9 1 に微妙な振動が発生 しているような場合であ っても、

短時間で角度 を取得で きる し、設備の振動等の外乱 に対 しても影響 を受け

に くくなる。 また、 ロール方向の角度 を計算 によ り求めるので瞬時に補正

角度が分か り、端子 9 1 及び電線 9 0 を移動 しなが らの計測 も可能であ り、

良否判定に用いる閾値 を明確 にすることもで きる。

[01 22] また、本発明の実施形態の端子挿入装置では、一次挿入定位置の状態で電

線 9 0 が Y 軸 に平行 に矯正され、その後二次揷入位置 までキヤビテ ィに端子

が揷入される。 このため、端子に座屈が生 じて揷入に失敗することを抑制す

ることがで きる。

[01 23] [ 本発 明の端子挿入装置の応用 ]

上述 した本発明の実施形態の端子挿入装置 においては、固定盤 1 0 に複数

のコネクタハ ウジング 8 0 が円環状 に配置 されると した。本発明の端子揷入

装置は、複数のコネクタハ ウジング 8 0 が配置 される位置関係が全体 と して

円環であるものに限 られない。複数のコネクタハ ウジング 8 0 を全体 と して

視た ときに環状であるもの全ての形状が含 まれる。 さ らに言えば、複数のコ

ネクタハ ウジング 8 0 が配置 される位置関係が全体 と して環状である必要 も

ない。複数のコネクタハ ウジングの うちの第 1 の コネクタハ ウジング、第 2

の コネクタハ ウジング及び第 3 の コネクタハ ウジングが、第 1 の コネクタハ

ウジングと第 2 の コネクタハ ウジングの並び方向 と、第 2 の コネクタハ ウジ

ングと第 3 の コネクタハ ウジングの並び方向 とが交差するように配置 されて

いれば、端子揷入装置の小型化 という効果 を満たす ことがで きる。 さ らに言



えば、複数のコネクタハ ウジング 8 0 が一列に配置 される形態であ っても、

上記 [特徴 的な制御の処理手順の説明] にて説明 した事項 を適用することが

で きる。

[01 24] また、複数のコネクタハ ウジング 8 0 は、隣 り合 うコネクタハ ウジングが

所定間隔で配置 されている必要は無い。隣 り合 うコネクタハ ウジング 8 0 は

、任意の距離で配置 してよい。

[01 25] また、上述 した本発明の実施形態の端子挿入装置 においては、並列関節機

構 2 0 によるロール方向、 ピッチ方向及び ョ一方向の旋回は、ハ ン ド基台 2

5 a に設 け られた第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d によって駆動する

ことと した。第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2 5 d を設 ける部材は、ハ ン

ド基台 2 5 a に限 られない。基台 2 1 に第 2 モータ 2 5 f 及び第 3 モータ 2

5 d に相 当するモータを設 け、そのモータの回転が伸縮 シャフ ト、ュニバ一

サルジ ョイン 卜を介 してハ ン ド基台 2 5 a に伝達 され、ハ ン ド基台 2 5 a の

ロール方向、 ピッチ方向及び ョ一方向の旋回が実現 される構造であ ってもよ

い。

[01 26] また、上述 した本発明の実施形態の端子挿入装置 においては、固定盤 1 0

、並列関節機構 2 0 、 電線運搬機 3 0 及び端子計測センサ 4 0 の一連の動作

及び配置は一例 に過 ぎない。例 えば、移動体 3 2 に端子計測センサ 4 0 を搭

載 し、搬送チャック 3 3 に電線 9 0 が供給 され搬送チャック 3 3 が閉 じた時

点で端子計測センサ 4 0 が Y 軸負方向に向か って前進するとともに同時に移

動体 3 2 が並列関節機構 2 0 下部の所定位置 に移動 し、並列関節機構 2 0 が

所定位置か ら下降 して電線 9 0 を把持する、 といった一連の動作及び配置 に

よっても、電線 9 0 に対する端子計測 を実施することもで きる。

[01 27] また、上述 した本発明の実施形態の端子挿入装置 においては、固定盤 1 0

のモータ部材 1 4 は、回転軸がハ ウジング支持台 （図示せず）の平坦面 に対

して垂直 となるように、該平坦面 に支持 されると した。平坦面 に対する回転

軸の角度 は、垂直に限 られない。固定盤 1 0 の形状 に応 じて適宜定めるよう

に してもよい。 また、平坦面 に対する回転軸の角度が可変であ ってもよい。



平坦面 に対する回転軸の角度が可変である形態 を図 2 0 ( A ) 及び図 2 0 (

B ) を参照 して説明する。図 2 0 ( A ) 及び図 2 0 ( B ) は、本発明の実施

形態の端子揷入装置 における固定盤の応用例 を示す図であ って、図 2 0 ( A

) は固定盤の斜視図であ り、図 2 0 ( B ) は図 2 0 ( A ) の要部拡大図であ

る。図 2 0 ( A ) に示 されるように、固定盤 1 0 は、ハ ウジング支持台 1 5

の平坦面 に、平坦面 に対する回転軸 A の角度 を調節する取付台 1 6 を介 して

取 り付 け られている。取付台 1 6 は軸 1 6 a とエアシ リンダ 1 6 b が設 け ら

れてお り、エアシ リンダ 1 6 b によ り軸 1 6 a に対する回転角度 を調節する

ことがで きる。 これによ り、平坦面 に対するモータ部材 1 4 の回転軸 A の角

度 を調節することがで きる。 このような固定盤 1 0 は、図 2 0 ( B ) に示 さ

れるように、端子揷入処理がなされたコネクタハ ウジング 8 0 が固定盤 1 0

に固定されている場合、そのコネクタハ ウジング 8 0 に向か って該固定盤 1

0 の外縁が下がるように傾 け られることによって、 コネクタハ ウジング 8 0

近傍 に位置する電線 9 0 がよ り直線的な形状 になる、言い換 えれば、電線の

垂れ下が りまたは跳ね返 りが抑制 された形状 になる。 このため、固定盤 1 0

に固定されたコネクタハ ウジング 8 0 を回転 させた ときに、 コネクタハ ウジ

ング 8 0 か ら延び る電線が他 の電線 に接触 して他 の電線 を傷 つけた り、他 の

電線線 に絡 まることを抑制することがで きる。

また、図 2 0 ( A ) 及び図 2 0 ( B ) を参照 して説明 した、平坦面 に対す

る回転軸の角度が可変である固定盤 1 0 に対 して、並列関節機構 2 0 が端子

挿入処理 を行 う場合、固定盤 1 0 に対 して平行 になるように並列関節機構 2

0 の基台 2 1 を傾 ける必要がある。図 2 1 は、本発明の実施形態の端子揷入

装置 における、並列関節機構 2 0 の応用例 を示す斜視図である。図 2 1 に示

されるように並列関節機構 2 0 の基台 2 1 の傾 きを固定盤 1 0 に対 して平行

にすることによ り、 コネクタハ ウジング 8 0 のキヤビテ ィ 8 1 の向 きと、並

列関節機構 2 0 が端子 9 1 を挿入するときの方向 と、が一致する。 このため

、並列関節機構 2 0 は、水平面 に対 して傾 いた固定盤 1 0 であ っても、その

固定盤 1 0 の コネクタハ ウジング 8 0 に対 して端子 9 1 を揷入することがで



きる。

ここで、上述 した本発明の実施形態の端子挿入装置及び端子挿入方法の特

徴 をそれぞれ以下 [ 1 ] 〜 [ 1 2 ] に簡潔 に纏めて列記する。

[ ]

コネクタハ ウジング （8 0 ) に端子 （9 1 ) を挿入する端子挿入装置であ

つて、

複数のコネクタハ ウジングが配置 される固定盤 （1 0 ) と、

先端 に端子が接続 された電線 （9 0 ) を把持 し、前記固定盤 に配置 された

前記 コネクタハ ウジングの うちのいずれか 1 つに向けて前記電線 を運搬 し、

該 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む並列

関節機構 （2 0 ) と、

前記端子を挿 し込む方向 とほぼ直交する第 1 軸 （X ) の方向、及び前記第

1 軸 と直交する第 2 軸 （Z ) の方向のそれぞれについて、少な くとも前記端

子の輪郭位置 を計測可能な 2 軸 センサ部 （4 0 ) と、

前記端子の先端部の矩形断面形状 における対角線寸法 （c ) と、前記 2 軸

センサ部 を用いた計測 によ り得 られる前記端子の幅寸法 （「X 」） とに基づ

いて、前記端子を揷 し込む方向の軸の周 りを周回する方向の、基準状態 に対

するロール角度 （Θ ) を算 出するロール角度算出部 （1 1 0 ) と、

前記端子を前記キヤビテ ィに挿 し込む前 に、前記並列関節機構 を制御 して

前記 ロール角度 に応 じた前記端子の傾 きの修正を実行するロール角度補正制

御部 （1 2 0 ) と

を備 えた ことを特徴 とする端子挿入装置。

[ 2 ]

前記端子の先端部の位置座標 を前記 2 軸 センサ部 を用いて計測 し （S 3 1

) 、前記位置座標 の基準座標 との差異 に基づ き、前記電線の ョー方向及び ピ

ツチ方向の傾 きを検 出 し （S 3 2 ) 、前記端子を前記キヤビテ ィに揷 し込む

前 に、前記傾 きに応 じて前記端子の先端部の位置 を修正する （S 3 3 ) よう

に、前記並列関節機構 を制御する電線傾 き補正制御部 （1 3 0 ) 、 を更に備



えた

ことを特徴 とする [ 1 ] に記載の端子挿入装置。

[ 3 ]

前記 ロール 角度補正制御部が前記端子の傾 きの修正を完 了 し、且つ前記電

線傾 き補正制御部が前記端子の先端部の位置の修正を完 了 した後で、前記端

子の先端部が挿入先のキヤビテ ィの入 口と当接する一次挿入位置 まで前記端

子を移動 し （S 3 5 ) 、 その後で、前記電線傾 き補正制御部が検 出 した前記

電線の傾 きを矯正するように、前記電線 を把持 している位置 を移動 （S 3 6

) した後で、前記一次揷入位置 よ りも奥の二次揷入位置 まで前記キヤビテ ィ

の中に前記端子を揷 し込む （S 3 7 ) 電線傾 き矯正制御部 （1 4 0 ) 、 を更

に備 え こ

ことを特徴 とする [ 2 ] に記載の端子挿入装置。

[ 4 ]

前記 ロール 角度補正制御部 （1 2 0 ) は、前記 ロール 角度の回転方向が未

知の状態で、特定の回転方向に向けて前記端子の傾 きの修正を実行 （S 1

, S 1 5 ) した後、前記端子の前記対角線寸法 を前記 2 軸 セ ンサ部 を用いて

再び計測 し （S 1 6 ) 、計測結果か ら前記 ロール 角度が増大 した ことを検知

した （S 1 8 ) 場合 には、前記特定の回転方向 とは反対の方向に対 して前記

端子の傾 きの修正を実行する （S 1 9 ， S 1 5 )

ことを特徴 とする [ 1 ] か ら [ 3 ] のいずれか 1 項 に記載の端子挿入装置

[ 5 ]

前記 2 軸 セ ンサ部 は、前記端子を前記キヤビテ ィに揷 し込む方向 と同 じ軸

( Y ) に沿 って、前記端子に対 して接近及び離間する方向に移動可能な可動

機構 （4 1 ) によ り支持 されている

ことを特徴 とする [ 1 ] か ら [ 4 ] のいずれか 1 項 に記載の端子挿入装置

[ 6 ]



前記並列関節機構 は、前記端子 （9 1 ) を開放 した状態で、前記電線 （9

0 ) の一部分 を把持する、

ことを特徴 とする [ 1 ] か ら [ 5 ] のいずれかに記載の端子挿入装置。

[ 7 ]

並列関節機構 （2 0 ) によってコネクタハ ウジング （8 0 ) に端子 （9 1

) を挿入する端子挿入方法であ って、

先端 に端子が接続 された電線 を把持する工程 と、

固定盤 に配置 された複数のコネクタハ ウジングの うちのいずれか 1 つに向

けて前記電線 を運搬する工程 と、

前記端子を挿 し込む方向 とほぼ直交する第 1軸の方向、及び前記第 1軸 と

直交する第 2 軸の方向のそれぞれについて、少な くとも前記端子の輪郭位置

を計測する行程 （S 1 1 ， S 1 3 ) と、

前記端子の先端部の矩形断面形状 における対角線寸法 と、前記計測 によ り

得 られる前記端子の幅寸法 とに基づいて、前記端子を揷 し込む方向の軸の周

りを周回する方向の、基準状態 に対するロール角度 を算出する行程 （S 1 4

) と、

前記端子をキヤビテ ィに挿 し込む前 に、前記並列関節機構 を制御 して前記

ロール角度 に応 じた前記端子の傾 きを修正する行程 （S 1 5 〜 S 2 3 ) と、

前記 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷 し込む

工程 （S 3 4 〜 S 3 7 ) と、

を有することを特徴 とする端子挿入方法。

[ 8 ]

前記端子の先端部の位置座標 を計測する工程 （S 3 1 ) と、

前記位置座標 の基準座標 との差異 に基づ き、前記電線の ピッチ方向及び ョ

—方向の傾 きを検 出する工程 （S 3 2 ) と、

目I」言己而子を目I」言己キヤビテ ィにキ审し込む目I」に、 目I」言己頃さに応 じて目I」き己而子の

先端部の位置 を修正するように、前記並列関節機構 を制御する工程 （S 3 3

) と、



を更に有することを特徴 とする [ 7 ] に記載の端子挿入方法。

[ 9 ]

前記端子の傾 きの修正を完 了 し、且つ前記端子の先端部の位置の修正を完

了 した後で、前記端子の先端部が挿入先のキヤビテ ィの入 口と当接する一次

挿入位置 まで前記端子を移動する工程 （S 3 5 ) と、

前記電線の傾 きを矯正するように、前記電線 を把持 している位置 を移動す

る工程 （S 3 6 ) と、

前記一次揷入位置 よ りも奥の二次揷入位置 まで前記キヤビテ ィの中に前記

端子を挿 し込む工程 （S 3 7 ) と、

を更に有することを特徴 とする [ 8 ] に記載の端子挿入方法。

[ 0 ]

前記 ロール角度の回転方向が未知の状態で、特定の回転方向に向けて前記

端子の傾 きの修正を実行する工程 （C 1 1 、 C 1 ) と、

前記端子の前記対角線寸法 を再び計測 し、計測結果か ら前記 ロール角度が

増大 した ことを検知 した場合 には、前記特定の回転方向 とは反対の方向に対

して前記端子の傾 きの修正を実行する工程 （C 1 2 、 C 2 2 ) と、

を更に有することを特徴 とする [ 7 ] か ら [ 9 ] のいずれか 1 項 に記載の

端子挿入方法。

[

前記端子 （9 1 ) の輪郭位置 を計測する工程 にて、 2 軸 センサ部が、前記

端子 （9 1 ) を前記キヤビテ ィ （8 1 ) に揷 し込む方向 と同 じ軸 に沿 って、

前記端子 （9 1 ) に対 して接近 または離間する、

ことを特徴 とする [ 7 ] か ら [ 1 0 ] のいずれか 1 項 に記載の端子挿入方

法。

[ ]

前記並列関節機構 （2 0 ) によって、前記端子 （9 1 ) を開放 した状態で

、前記電線 （9 0 ) の一部分が把持 される、

ことを特徴 とする [ 7 ] か ら [ 1 1 ] のいずれか一項 に記載の端子挿入方



[01 30] 本発 明を詳細 にまた特定の実施態様 を参照 して説明 したが、本発 明の精神

と範囲を逸脱 することな く様 々な変更や修正 を加 えることがで きることは当

業者 にとって明 らかである。

[01 3 1 ] 本 出願 は、 201 3年 5月 10日出願 の 日本特許 出願 （特願 201 3—100760) に基 づ

くものであ り、 その内容 は ここに参照 と して取 り込 まれる。

産業上の利用可能性

[01 32] 本発 明の端子挿入装置及び端子挿入方法 によれば、端子の挿入の失敗 が生

じに くく、 また繰 り返 し行 う挿入作業 の所要時間 （サイクル タイム） を短縮

することも可能 になる。 この効果 を奏 する本発 明は、 コネクタハ ウジングに

端子 を挿入する端子挿入装置及び端子挿入方法 に関 して有用である。

符号の説明

1 0 固定盤

1 1 ハ ウジング受 け

1 2 レー ル 部材

1 3 円盤部材

1 4 モ 一 タ部材

1 5 ハ ウジング支持台

2 0 並列関節機構

2 1 基 口

2 2 a , 2 2 b , 2 c 第 1 モ ータ

2 3 a , 2 3 b , 2 3 c アーム

2 4 a , 2 4 b , 2 4 c リンク

2 5 ハ ン ド部材

2 5 f 第 2 モ ータ

3 0 電線運搬機

3 1 運搬 レー ル

3 2 移動体



搬送チャック

フ レーム

エアチャック本体

端子計測センサ

センサ台

X 計測センサ

z 計測センサ

センサ台 レ一ル

スライダ

駆動源

制御装置

コネクタハ ウジング

キヤビテ ィ

而ナ

ロール角度算出部

ロール角度補正制御部

電線傾 き補正制御部

電線傾 き矯正制御部



請求の範囲

[ 請求項 1] コネクタハ ウジングに端子を挿入する端子挿入装置であ って、

複数のコネクタハ ウジングが配置 される固定盤 と、

先端 に端子が接続 された電線 を把持 し、前記固定盤 に配置 された前

記 コネクタハ ウジングの うちのいずれか 1 つに向けて前記電線 を運搬

し、該 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷

し込む並列関節機構 と、

前記端子を揷 し込む方向 とほぼ直交する第 1 軸の方向、及び前記第

軸 と直交する第 2 軸の方向のそれぞれについて、少な くとも前記端

子の輪郭位置 を計測可能な 2 軸センサ部 と、

前記端子の先端部の矩形断面形状 における対角線寸法 と、前記 2 軸

センサ部 を用いた計測 によ り得 られる前記端子の幅寸法 とに基づいて

、前記端子を揷 し込む方向の軸の周 りを周回する方向の、基準状態 に

対するロール角度 を算出するロール角度算出部 と、

前記端子を前記キヤビテ ィに挿 し込む前 に、前記並列関節機構 を制

御 して前記 口一ル角度 に応 じた前記端子の傾 きの修正を実行する口一

ル角度補正制御部 と

を備 えた こと端子挿入装置。

[ 請求項 2 ] 前記端子の先端部の位置座標 を前記 2 軸センサ部 を用いて計測 し、

前記位置座標 の基準座標 との差異 に基づ き、前記電線の ピッチ方向及

び ョ一方向の傾 きを検 出 し、前記端子を前記キヤビテ ィに揷 し込む前

に、前記傾 きに応 じて前記端子の先端部の位置 を修正するように、前

記並列関節機構 を制御する電線傾 き補正制御部、 を更に備 えた

請求項 1 に記載の端子挿入装置。

[ 請求項 3 ] 前記 ロール角度補正制御部が前記端子の傾 きの修正を完 了 し、且つ

前記電線傾 き補正制御部が前記端子の先端部の位置の修正を完 了 した

後で、前記端子の先端部が挿入先のキヤビテ ィの入 口と当接する一次

挿入位置 まで前記端子を移動 し、その後で、前記電線傾 き補正制御部



が検 出 した前記電線の傾 きを矯正するように、前記電線 を把持 してい

る位置 を移動 した後で、前記一次挿入位置 よ りも奥の二次挿入位置 ま

で前記キヤビテ ィの中に前記端子を揷 し込む電線傾 き矯正制御部、 を

((用 _ こ

請求項 2 に記載の端子挿入装置。

前記 ロール角度補正制御部 は、前記 ロール角度の回転方向が未知の

状態で、特定の回転方向に向けて前記端子の傾 きの修正を実行 した後

、前記端子の前記対角線寸法 を前記 2 軸 センサ部 を用いて再び計測 し

、計測結果か ら前記 口一ル角度が増大 した ことを検知 した場合 には、

前記特定の回転方向 とは反対の方向に対 して前記端子の傾 きの修正を

実行する

請求項 1 か ら3 のいずれか 1 項 に記載の端子揷入装置。

前記 2 軸 センサ部 は、前記端子を前記キヤビテ ィに揷 し込む方向 と

同 じ軸 に沿 って、前記端子に対 して接近及び離間する方向に移動可能

な可動機構 によ り支持 されている

請求項 1 か ら4 のいずれか 1 項 に記載の端子揷入装置。

前記並列関節機構 は、前記端子を開放 した状態で、前記電線の一部

分 を把持する、

請求項 1 か ら請求項 5 のいずれか一項 に記載の端子揷入装置。

並列関節機構 によってコネクタハ ウジングに端子を挿入する端子揷

入方法であ って、

先端 に端子が接続 された電線 を把持する工程 と、

固定盤 に配置 された複数のコネクタハ ウジングの うちのいずれか 1

つに向けて前記電線 を運搬する工程 と、

前記端子を揷 し込む方向 とほぼ直交する第 1 軸 の方向、及び前記第

軸 と直交する第 2 軸 の方向のそれぞれについて、少な くとも前記端

子の輪郭位置 を計測する行程 と、

前記端子の先端部の矩形断面形状 における対角線寸法 と、前記計測



によ り得 られる前記端子の幅寸法 とに基づいて、前記端子を揷 し込む

方向の軸の周 りを周回する方向の、基準状態 に対するロール角度 を算

出する行程 と、

前記端子をキヤビテ ィに挿 し込む前 に、前記並列関節機構 を制御 し

て前記 口一ル角度 に応 じた前記端子の傾 きを修正する行程 と、

前記 コネクタハ ウジングにおけるキヤビテ ィに対 して前記端子を揷

し込む工程 と、

を有する端子挿入方法。

[ 請求項 8 ] 前記端子の先端部の位置座標 を計測する工程 と、

前記位置座標 の基準座標 との差異 に基づ き、前記電線の ピッチ方向

及び ョ一方向の傾 きを検 出する工程 と、

目」言己而子 己干 ャ ビテ ィにキ車し込む目I」に、 目U 己イ頃きに 心 じて目I」言己

端子の先端部の位置 を修正するように、前記並列関節機構 を制御する

工程 と、

を更に有する請求項 7 に記載の端子揷入方法。

[ 請求項 9 ] 前記端子の傾 きの修正を完 了 し、且つ前記端子の先端部の位置の修

正を完 了 した後で、前記端子の先端部が揷入先のキヤビテ ィの入 口と

当接する一次挿入位置 まで前記端子を移動する工程 と、

前記電線の傾 きを矯正するように、前記電線 を把持 している位置 を

移動する工程 と、

前記一次揷入位置 よ りも奥の二次揷入位置 まで前記キヤビテ ィの中

に前記端子を揷 し込む工程 と、

を更に有する請求項 8 に記載の端子揷入方法。

[ 請求項 10 ] 前記 ロール角度の回転方向が未知の状態で、特定の回転方向に向け

て前記端子の傾 きの修正を実行する工程 と、

前記端子の前記対角線寸法 を再び計測 し、計測結果か ら前記 ロール

角度が増大 した ことを検知 した場合 には、前記特定の回転方向 とは反

対の方向に対 して前記端子の傾 きの修正を実行する工程 と、



を更に有する請求項 7 か ら 9 のいずれか 1 項 に記載の端子揷入方法

[ 請求項 11] 前記端子の輪郭位置 を計測する工程 にて、 2 軸センサ部が、前記端

子を前記キヤビテ ィに揷 し込む方向 と同 じ軸 に沿 って、前記端子に対

して接近 または離間する、

請求項 7 か ら 1 0 のいずれか 1 項 に記載の端子揷入方法。

[ 請求項 12 ] 前記並列関節機構 によって、前記端子を開放 した状態で、前記電線

の一部分が把持 される、

請求項 7 か ら請求項 1 1 のいずれか一項 に記載の端子揷入方法。
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